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１．気候変動対策の現状について

1-1 地球温暖化の現状
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地球温暖化の現状

ḲIPCC AR5 WG3 TS ṕFinal Draft ṖTS.2

OECD
ṕ Ṗ

ṕ10 -CO2 / Ṗ

ẑ
2

400.2 ppm
ṕ2015 12 Ṗ

大気中のCO2 濃度は、
産業革命前に比べて40％増加

407.9 ppm

ṕ2019 1 Ṗ

全球大気平均CO₂濃度世界の年平均気温の変化（基準値は1981 -2010 の30 年平均値）

（参考）地球温暖化のメカニズム人為起源のCO2排出量
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近年の異常気象

Â地球温暖化に伴い豪雨や猛暑日の発生頻度は増加すると予測

Â日本を始め世界中で観測されている顕著な降水や高温の増加傾向は、長期的な地球温暖化
の傾向と関係しているという見解が示されている

令和元年 台風15号

35 .9
57 .5

ṕ9/ 9
93 5 Ṗ

令和元年 台風19号

43 .8

1000
140

869 ṕ11 / 7 Ṗ

19 ṕ Ị Ṗ

今後、気候変動により豪雨の頻度や強い台風の増
加の懸念。激甚化する災害に、今から備える必要

NOAA の再解析による2019 年夏の平均気温と1981 -2010 年夏の平均気温との差（℃）

米国大陸 洪水
6

北極海の氷の縮小
8 1981 - 2010
30 .1Ṿ : 8 2

ハリケーン「ドリアン」
295 km/h

5 9 1

ハリケーン「バリー」
120 km/h

LA AR
AR

欧州 熱波による気温上昇
1.7ṹ 3

6 7

9.1% 1435
6/ 28 観測

史上最高となる45 .9℃ 7/ 25
パリの最高気温が72 年ぶりに42 .6℃

ha

南極海の氷の縮小
6 1981 - 2010

8.5Ṿ :
6

シベリアの高温
6 1981 -2010

10ṹ 6
6

5000 t CO2

メキシコ大量の雹
6/ 30 高さ2m
になる程度の大量の雹が積もった

2019 年の異常気象 日本を襲う大型台風

2 7
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グローバルリスク報告書2020 

ṕ Ṗ ṕ2020 Ṗ The Global Risks Report 2020 15th Edition http://www3.weforum.org/docs/WEF_Global_Risk_Report_2020.pdf

【今後10年で発生可能性が高いとされたリスク上位５項目（2010 -2020 年）】

経済リスク 環境リスク 地政学リスク 社会リスク テクノロジーリスク

916
30 ṕ Ḳ9 Ḳ5 Ḳ6 Ḳ6 Ḳ4Ṗ 10

2 15

Â2020 年1月、世界経済フォーラムは「グローバルリスク報告書2020 」を公表。

Â発生可能性が高いリスクのトレンドをみると、2010 年までは経済リスクが上位を占めて
いたが、2011 年以降は環境リスクが上位を占める傾向にあり、2020 年度については、
環境リスクが上位５項目すべてを占めるまでに。

2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020

ể
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ễ
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Ệ

ệ

http://www3.weforum.org/docs/WEF_Global_Risk_Report_2020.pdf
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環境省の「気候危機」宣言

Â 2020 年6月12日、「令和２年版環境白書・循環型社会白書・生物多様性白書」
の閣議決定を契機として、環境省として、「気候危機」を宣言した。

β Ễ

צּ ḭ צּ
Ḯ

Â ḭ 30 7 ḭ ḭ

צּ Ḯ

Â ḭ2019 ḭ ṇ ḭ ḭ

ṇ צּ Ḯ

Â IPCCṕ ︣ Ṗ ḭ ḭ ḭךּ

צּ Ḯ

ṡ Ṣּפ ṡ Ṣ Ḯ

Â 20 ḭ 2 2450 Ḯ 20

2.5 Ḯ

Â ṡ Ṣ קּ

Ḯ
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IPCC（Intergovernmental Panel on Climate Change ）による科学的知見の提供

1
ṕ1990 Ṗ

5
ṕ2014 Ṗ

温暖化の主な要因は、人間活動の可能性が極
めて高い。（95％以上）

今世紀末の気
温上昇は2.6 ～4.8 ℃

土地関係特別報告書 （2019 年８月公表）

海洋・雪氷圏特別報告書（2019 年９月公表）

ṕ Ṗ IPCC

ṕ1.53ṹṖ ṕ ṧ Ṗ ṕ0.87ṹṖ 2
23% ṕ Ṗ 21-37%

8-10%

2100 5 ṕAR5Ṗ 10

15.0Ü5.9%
20.5Ṩ24.1%

β2021Ṍ2022 6 ṕAR6Ṗ

ÂIPCCṕ Ṗ 1988
科学的知見を提供し、気候変動枠組条約の活動を支援

5

Â2018 10 1.5ϴ 1
2030 Ṍ2052 1.5

1.5度を大きく超えないためには、2050年前後のCO2排出量が正味ゼロとなることが必要
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2℃目標に整合する緩和経路

Â工業化以前と比べて温暖化を2℃未満に抑制する可能性が高い緩和経路は複数ある
（IPCC AR5 SYR SPM p.20, 24 -25 行目）

Âこれらの経路の場合には、CO2及びその他の長寿命GHGについて、今後数十年間にわたり大幅に排出を削
減し、21世紀末までに排出をほぼゼロにすることを要するであろう（IPCC AR5 SYR SPM p.20, 25 -27 行目）

Ḳ IPCC, AR5 SYR SPM 

Ḳ2000 2100 GHG Ḳ AR5

2100 CO2 450 ppm 

21 2ÛC
ṕIPCC AR5 SYR SPM p.20, 36 -37 Ṗ

世界全体の人為起源のGHG排出量が
2050 年までに2010 年と比べて40～70% 削減
2100 年には排出水準がほぼゼロ又はそれ以下

ṕIPCC AR5 SYR SPM p.20, 37 -39 Ṗ
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1.5 ℃目標に整合する緩和経路

Â将来の平均気温上昇が1.5℃を大きく超えないような排出経路は、2030 年までに約45％（2010 年
水準）減少し、2050 年前後に正味ゼロに達する。

Â 1.5 ℃経路では、総じて一次エネルギーに占める石炭の割合が減少する（ ）。

Ḳ IPCC, SR1.5 I Fig.SPM3 Ủ

ṕṹ
Ṗ

1.5ṹ

2050 年頃に排出量ゼロ

C
O

2
ṕ

t 
/
Ṗ

1.5ϴに抑えるモデルの排出経路 2050年の一次
エネルギー利用に占める石炭の割合は0～11%ṕ
Ḳ1Ṍ7%Ṗに減少し、その大部分はCCSと組み合わされる

ṕIPCC SR1.5 96Ṍ97 2 , 131 2 2.4.2.1.Ṗ

（参考）残存炭素予算の一時的な超過（オーバーシュート）
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2℃目標、1.5 ℃目標と2030 年排出量のギャップ

ÂUNEP（Emissions Gap Report 2019 ）によると、各国のNDCの積み上げと、２℃目標
及び1.5℃努力目標達成との排出経路のギャップは大きく、それぞれの目標達成のために
は更なる削減が必要とされている。

NDC

2005

NDC

ターコイズ色の領域
2ÛC

66%

緑色の領域 2100
1.5ÛC

1.7ÛC (
66% )

2ṹ

2ÛC
:

41GtCO2e
(39~46 )

N
D

C

N
D

C

N
D

C N
D

C

1.5ṹ

1.5ÛC
:

25GtCO2e
(22~31 )

世界のGHG排出量と2030 年までの排出量ギャップの予測

ḲUNEP, Emissions Gap Report 2019 

NDC Ḳ NDC
NDC Ḳ NDC
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2030 年までの対策の重要性

Â 2030 年に排出が少ないほど、2030 年以降にオーバーシュートしないまたは限られたオーバー
シュートを伴って地球温暖化を1.5℃に抑えるための課題が少なくなる（確信度が高い）。

Â温室効果ガスの排出削減に向けた対策が遅れることによって生じる課題には、費用増大のリスク、
炭素排出型のインフラのロックイン（固定化）、座礁資産、及び中長期的に将来の対応の選択肢
の柔軟性低下などが含まれる（確信度が高い）。

Ḳ IPCC, SR1.5

1.5ϴ וֹףּ ṇ

エネルギー需要が低ければ、 1.5ϴ エネルギー需要が高ければ、

β ṕ Ṗ

高い
エネルギー
需要

低い
エネル
ギー
需要

低い
エネルギー
需要

1 2
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主要各国の中期目標と現在の排出量

Ṯ ṯUNFCCC IEA

ẑ EU CO2

EU

NDC

ᴁ4 0 %

1,240 4,227 466 452 858 428

- - - - -

NDC

6,677 729 2,220
9,258

694
2,162

- -
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気候変動枠組条約第25回締約国会議（COP25 )の結果概要

¸ COP ṕ Ṗ

¸ COP26

¸

¸ 5 11.8% G7

¸ 2050 28 ṕ4500
Ṗ

¸ TCFD 1 SBT 2
RE100 3

¸

¸ G20

¸ ṕGCFṖ

日本の取組の発信

国際交渉への貢献

Â 2019年12月2日～15日、スペイン・マドリードにてCOP25が開催された。
Â パリ協定の実施ルールについて交渉を継続。我が国は小泉環境大臣から日本の取組を発信。
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１．気候変動対策の現状について

1-2 地球温暖化対策計画等の概要
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地球温暖化対策計画（2016 年5月13日閣議決定）

＜第3章 目標達成のための対策・施策＞

Â国、地方公共団体、事業者及び国民の基本的役割

Â地球温暖化対策・施策
¸ CO2

Å ṕ Ṗ
¸ CO2

¸ 4
¸

¸

¸

Â公的機関における取組

Â地方公共団体が講ずべき措置等に関する基本的事項

Â特に排出量の多い事業者に期待される事項

Â国民運動の展開

Â海外での削減の推進と国際連携の確保、国際協力の推進
Å

Å
ī ṕJCMṖ
ī

ī

Å

＜第4章 進捗管理方法等＞

＜第1章 地球温暖化対策推進の基本的方向＞

＜はじめに＞
¸

¸ 2020

＜別表（個々の対策に係る目標）＞

Â目指すべき方向
ṕ2030 26Ṿ Ṗ
ṕ2050 80Ṿ Ṗ

Â基本的考え方

PDCA

＜第2章 温室効果ガス削減目標＞

Â我が国の温室効果ガス削減目標
Å2030 2013 26Ṿ ṕ2005 25.4% Ṗ

Å2020 2005 3.8Ṿ

Â計画期間
Å 2030

¸2020

Â地球温暖化対策計画の進捗管理
Å 3

Âエネルギー起源CO2

Â非エネルギー起源CO2

Âメタン・一酸化二窒素

Â代替フロン等4ガス
Â温室効果ガス吸収源
Â横断的施策
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計画に位置付ける主要な対策・施策①

Â温室効果ガス別の対策・施策を示し、26％削減目標達成に向けた道筋を明らかにする。

（産業部門の取組）
¸

īBATẑ CO2

¸

ī ṕFEMSṖ

（業務その他部門の取組）
¸

ī ZEBṕ
Ṗ

¸

īLED 2030 100Ṿ

¸

ī ṕBEMSṖ

（家庭部門の取組）
¸

¸

ī ZEHṕ
Ṗ

¸

ī LED 2030 100Ṿ 2030
530

¸

ī ṕHEMSṖ

HEMS

LED

ẑBAT
Best Available Technology ṕ Ṗ

ZEB LED
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計画に位置付ける主要な対策・施策②

（分野横断的施策）

（1）目標達成のための分野横断的な施策
¸J-
¸

¸ ԏԐԜ֝

（2）その他の関連する分野横断的な施策

¸

¸

¸

¸

¸ ṕJCMṖ
¸

¸

¸

（運輸部門の取組）

¸

ī ṕEV,FCV Ṗ 5 Ṍ7
¸

ī

（エネルギー転換部門の取組）

¸

ī

¸

ī BAT

¸

（その他温室効果ガス及び温室効果ガス吸収源対策）

¸ CO2 CH4 N2O 4

（基盤的施策、国際協力の推進等）
¸

īGaNṕ Ṗ

ī2050

¸

ī

¸

ī JCM REDDṧ
ī

¸

ī 3
ī
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地球温暖化対策計画の進捗管理について

対策評価指標 2013年度実績 2020年度 2030年度

1,004 kW 1,134 kW 1,320 kW

ṕLED Ṗ
0.5 ṕ Ṗ
0.6 ṕ Ṗ

1.8 ṕ Ṗ
2.4 ṕ Ṗ

3.2 ṕ Ṗ
4.4 ṕ Ṗ

5 140 530

23.2Ṿ 20Ṍ50% 50Ṍ70%

71.3%ṕ Ṗ
77.0%ṕ Ṗ

83.1%ṕ Ṗ
86.5%ṕ Ṗ

100%ṕ Ṗ
100%ṕ Ṗ

¸2030 26Ṿ 3段階で進捗管理
①国全体

2 ṕ11~12 4 Ṗ
②温室効果ガス別・部門別

③個々の対策

ṕ Ḳ
Ṗ

¸ 3年ごとに計画の見直しを検討

個々の対策における対策評価指標の例
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ṕ 30 Ỉ Ệ Ṗ

כֿ ךּ ḭ Ḯ
ḭ ︡

ṕ 30 8 פּ 31 Ệ ḭ 5 ṖḮ
נּ ךּ Ḯ

6 11 ṕẑṖḮỒỄỂ ךּףּ Ḯ

ḭ צּ Ḯ קּ
Ḯ

ẑ ṕ Ṗ ṕ ṖḲ

気候変動への対応は、経済にとってコストではなく、未来に向けた成長戦略環境と成長の好循環
をしっかりとつくり上げることで、世界における環境政策のパラダイム転換を、我が国がリードしてまいります。
脱炭素社会という究極の目標への最大の鍵は、イノベーションです。

ṕ Ṗ
ểỂ ể 革新的環境イノベー

ション戦略
Ṅ
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革新的環境イノベーション戦略（2020 年1月21日統合イノベーション戦略推進会議決定）（１）

Ẇ ṕ Ỉ Ṗ
2050

80Ṿ ṕGHGḲGreenhouse Gas Ṗ
1.5ṹ

Ẇ Ễṹ ỉ ểṖ 1.5ṹ
ểṖ

GHG
ṕ 250 ể Ṗ

Ẇ 革新的環境イノベーション戦略
16

CO2 ṕ Ṗ
2050

2010
ṕ Ṗ

2050 Ṍ

490
Ễṹ 2050 70%
ỉ Ṋ ểṖ

1.5ṹ 2050 100%
ểṖ

ểṖ GHG
70%

100%
RITE

GHG
ṕCO2 Ṗ

Ṋ
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アクセラレーションプランṨ ễ Ṩ

【グリーンイノベーション戦略推進会議】 Ṍ

ゼロエミッション・イニシアティブズṨ Ṩ

グリーンイノベーション・サミットRD20 ICEF TCFD

イノベーション・アクションプラン

Ṩ 2050 ṕệ 16 ṖṨ

①司令塔による計画的推進

【ゼロエミ国際共同研究センター等】G20 12

【ゼロエミクリエイターズ500 】
有望技術の支援強化

②国内外の叡智の結集

【グリーン・ファイナンス推進】TCFD
【ゼロエミ・チャレンジ】
【ゼロエミッションベンチャー支援】 VC

③民間投資の増大

強力に後押し

革新的環境イノベーション戦略（2020 年1月21日統合イノベーション戦略推進会議決定）（２）
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グリーンイノベーション戦略推進会議

ゼロエミッション・
イニシアティブズ

Åṕ
Ṗ

Å

Å

ÅRD20
ÅTCFD
ÅICEF

É Ḳ ṕRITE Ṗ

É Ḳ 15

ẑ

É Ḳ ṕ Ṗ

É Ḳ 10

É Ḳỉ 月一回程度開催

第１回
(７／７)

第２回
(９月頃）

第３回
(１２月頃)

技術課題 研究・実施体制

CCUS/

/

/
/

/

戦略推進会議 ワーキンググループ

グリーンイノベーション戦略推進会議

Ḳ

COP26

Â 有識者の参加を得て、府省横断で、イノベーション確立までの道筋の検証を行うなど、戦略を実行
する司令塔として「グリーンイノベーション戦略推進会議」を７月７日に立ち上げ。技術課題等につ
いて専門的な検討を行うワーキンググループを会議の下に設置する。
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１．気候変動対策の現状について

1-3 環境省の取組
1-3-1 各部門の取組
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2030 年26％削減や脱炭素社会構築等に向け、環境基本計画、パリ協定に基づく成長戦略としての長期戦略等
を踏まえ、イノベーションの推進と環境と成長の好循環、「気候変動×防災」を実現。併せて、「環境・経済・社会」が
統合的に向上した持続可能な循環共生型社会を構築。

エネルギー対策特別会計を活用した環境省の温室効果ガス削減施策

【気候変動×防災】脱炭素でレジリエントかつ快適な地域とくらしの創造

¸

【気候変動×社会変革（テクノロジー、ESG、脱炭素経営）】
脱炭素のための技術イノベーション、グリーンファイナンスと企業の脱炭素経営の好循環の実現

¸

¸ CO2

【気候変動×社会変革（SDGs）】社会ニーズからの社会経済システムイノベーションの創出

¸ ṕGaN CNF CCUS Ṗ
CO2

¸ ESG

環境省の役割
「脱炭素インフラやシステムの構築を牽引し社会変革を促す事業」及び「世界的な削減を主導する事業」を各
省との連携の下で総合調整役となって推進

¸ ṕJCMṖ

【気候変動×国際連携】
JCM､日本の優れた脱炭素技術によるビジネス主導の国際展開と世界への貢献

令和2年度 エネルギー対策特別会計予算 1,745 億円 ṕ 1,702 Ṗ
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再エネ・省エネ・蓄エネを組み合わせた脱炭素でレジリエントかつ快適な地域づくりを推進

【気候変動×防災】脱炭素でレジリエントかつ快適な地域とくらしの創造（1/2 ）

令和2年度予算 1,099 億円（1,039 ） ※第一の柱①、②の合計

①脱炭素でレジリエントかつ快適な地域づくり令和2年度予算 766 億円（694 ）
¸ 地域の防災・減災と低炭素化を同時実現する自立・分散型エネルギー設備等導入推進事業116 億円（34）
¸ ṕ Ṗ 40
¸ 脱炭素イノベーションによる地域循環共生圏構築事業（一部総務省、経済産業省、国土交通省連携事業）
¸ 80 億円（60）
¸ ṕ Ṗ 10
¸ 35.8 ṕ34.8)
¸ 30 ṕ6Ṗ
¸ CO2 43.2 ṕ33.3 Ṗ

災害時にも機能する自立分散型エネルギー設備
等の導入

第一の柱

地域の防災・減災と低炭素化の同時実現 【脱炭素イノベーションによる地域循環共生圏の構築】

非系統依存型の
自立分散型エネルギーシステム

ẑ

エネルギーと交通
の

セクターカップリン
グ

EVシェアリング等による
脱炭素交通モデル
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再エネ・省エネ・蓄エネによるカーボンニュートラルでレジリエントかつ快適なくらし・ビジネスを実現

【気候変動×防災】脱炭素でレジリエントかつ快適な地域とくらしの創造（2/2 ）

令和2年度予算 1,099 億円（1,039 ） ※第一の柱①、②の合計

②カーボンニュートラルで快適なくらし・ビジネスの実現令和２年度予算 332 億円（346 ）
¸ 建築物等の脱炭素化・レジリエンス強化促進事業（一部経済産業省・国土交通省・厚生労働省連携事業）98.5 億円（83.5)
¸ 戸建住宅におけるネット・ゼロ・エネルギー・ハウス（ZEH）化支援事業（経済産業省・国土交通省連携事業）63.5 億円（63.5 ）
¸ 10 ṕ10Ṗ
¸ 脱フロン・低炭素社会の早期実現のための省エネ型自然冷媒機器導入加速化事業（農林水産省・経済産業省・国土交通省連携事業）

73億円（75）
¸ CO2 15 ṕ20Ṗ
¸ CO2 33 ṕ37Ṗ

・ZEH（戸建）の支援
・ZEHに対する低炭素素材
（CLT等）又は再エネ熱の導入

最新の環境技術を導入しレジリエンス強化型ZEBの
実現と普及拡大を目指す

（補助事業例）
藤﨑建設工業本社ビル（茨城県行方市）

（大型業務用冷凍冷蔵庫）

（冷凍冷蔵ショーケース）

省エネ性能の高い自然冷媒機器の導入を加速化し、
脱フロン化・低炭素化を推進

第一の柱

業務用施設等におけるZEB化 住宅のZEH化等による省CO2化 省エネ型自然冷媒機器の導入
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Â 脱炭素化に向けた革新技術（GaN、CNF、CCUS、プラスチック代替素材、浮体式洋上風力の実現等）の実
証・社会実装、行動科学やブロックチェーン技術を活用したCO2削減をオープンイノベーションにより推進。

【気候変動×社会変革（テクノロジー、ESG、脱炭素経営）】
脱炭素のための技術イノベーション、グリーンファイナンスと企業の脱炭素経営の好循環の実現（1/2 ）

令和2年度予算 372 億円（384 ） ※第二の柱①、②、③の合計

①技術イノベーションの推進令和2年度予算 269 億円（281 ）
¸ CO2 65 ṕ65Ṗ
¸ ṕ Ṗ 30 ṕ30Ṗ
¸ 未来のあるべき社会・ライフスタイルを創造する技術イノベーション事業25億円（25)
¸ （新）革新的な省CO2実現のための部材や素材の社会実装・普及展開加速化事業18億円
¸ ṕ Ṗ 5
¸ CCUS早期社会実装のための脱炭素・循環型社会モデル構築事業（一部経済産業省連携事業）75億円（72.2 ）
¸ 脱炭素社会を支えるプラスチック等資源循環システム構築実証事業36億円（35）

代替

ṕ Ṗ

再生可能
資源

第二の柱

大電流・高耐圧パワーデバイス
（GaN縦型ダイオード）

CCUS早期社会実装のための
脱炭素・循環型社会モデル構築事業

プラスチック等の資源循環システム

搭載

モーター・高輝度LED

電気自動車

変圧器

太陽光発電パワーコンディショナー

電子レンジ

サーバー

CO2

ṕ Ṗ
1 500

ṕ2020

Ṗ

CO2
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Â ESG金融等の民間の脱炭素投資を引き出すグリーンファイナンスと企業によるパリ協定と整合した野心的な目
標設定や情報開示等の脱炭素経営を両輪で加速することで、脱炭素化に取り組む企業に資金が集まる好循環
を実現。

【気候変動×社会変革（テクノロジー、ESG、脱炭素経営）】
脱炭素のための技術イノベーション、グリーンファイナンスと企業の脱炭素経営の好循環の実現（2/2 ）

令和2年度予算 372 億円（384 ） ※第二の柱①、②、③の合計

②グリーンファイナンスの加速化令和2年度予算 84億円（86）
¸ 6 ṕ6Ṗ
¸ 地域脱炭素投資促進ファンド事業48億円（46）
¸ 16 ṕ19)
¸ ESG 3 ṕ3Ṗ

③企業の脱炭素経営の推進 令和2年度予算 19億円（16）
¸ SBT CO2 2 ṕ1Ṗ
¸ 6.2 ṕ6.2Ṗ
¸ 3.6 ṕ0.5Ṗ

投資投資投資投資

ṕ Ṗ

31 3 ṕ Ṗ

第二の柱

地域脱炭素投資促進ファンド事業 企業の脱炭素経営の推進イメージ
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Â カーボンプライシング、エネルギー転換部門脱炭素化等の検討により、社会経済システムのイノベーションを促進。

【気候変動×社会変革（SDGs）】社会ニーズからの社会経済システムイノベーションの創出

令和2年度予算 113 億円（116 ）
Â社会経済システムイノベーションの推進
¸ （新） 社会変革と物流脱炭素化を同時実現する先進技術導入促進事業7.8 億円
¸ 10 ṕ10Ṗ
¸ 地方公共団体実行計画を核とした地域の脱炭素化基盤整備事業4.5 億円（4.5 億円）
¸ 2.5 ṕ2.5Ṗ
¸ CO2 1.5 ṕ1.5Ṗ
¸ 6.9 ṕ6.9Ṗ

一定規模以上の倉庫への横展開により倉庫業全体でCO2排出量2030 年4割削減

ỉ

( )

Ṯ ṯ

過疎地域等の物流網維持と
物流低炭素化による社会変革

第三の柱

自立型ゼロエネルギー倉庫無人航空機を活用した
社会変革と物流脱炭素化の同時実現

ゼロカーボンシティ実現に向けた検討・基盤情報整備
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Â 二国間クレジット制度（JCM）の推進、国際機関との連携等により、世界の排出削減に貢献することで主導的
役割を果たすとともに、優れた脱炭素化につながる技術を持つ日本企業の海外展開を後押し。

【気候変動×国際連携】
JCM､日本の優れた脱炭素技術によるビジネス主導の国際展開と世界への貢献

令和２年度予算 156 億円（159 ）
¸ 20 ṕ18.9)
¸二国間クレジット制度（JCM）資金支援事業 107 億円（91)

二国間クレジット制度（JCM）資金支援事業

第四の柱

環

境

省
JFJCMプロジェクト

国際コンソーシアム JCMプロジェクト

Ṋ（日本法人と外国法人により構成）

GHG削減
ṕ2030

5 Ṍ
1

Ṗ

(JFEԇ֩ԏ֪֒Ԅ֤֩ԋ֪)

ԍԃԏ֪ӽ֦֔ԃԏԁ֩ԏԐԜ֝
( Ṗԍԏ֪ӽ֔ԏԐԜ֝Ḳ

[ ]

( ) ( ṖԇԄԍ֩Ḳԓ֪ԅԊ֩( Ṗ

ổọỔỎ

JCM (17 ẑ) 166

ẑ

アジア開発銀行

非営利法人
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浮体式洋上風力発電の導入による効果（長崎五島の事例）

ṕ Ṗ

ṕ Ṗ

Ḳ No.10 

Ḳ ṕ Ṗ

V

ṕ Ṗ

V

ṕ Ṗ

視察の様子 拠点港における洋上風車の建造ヤード

漁業との協調

地域振興・雇用創出等
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燃料種ごとのCO2排出係数（発電量あたりのCO2排出量）

Å同じ発電量で、石炭は0.73 ～0.867 ㎏、LNGは0.320 ～0.415 ㎏のCO2を排出する。

Å削減目標の達成には、石炭火力発電からの排出の抑制が必要。
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国内の石炭火力発電に関する動き

Â経済産業大臣が、非効率な石炭火力のフェードアウトや再エネの主力電源化を目指し
ていく、より実効性のある新たな仕組みの検討を表明した。

Â令和2年7月3日に、梶山経済産業大臣が閣議後会見において、「非効率な石炭火力
のフェードアウトや再エネの主力電源化を目指していく上で、より実効性のある新たな
仕組みを導入すべく、今月中に検討を開始し、取りまとめるよう事務方に指示」と発言。

Âこれを踏まえ、同年7月13日より、資源エネルギー庁の総合資源エネルギー調査会に
おいて議論を開始。

ṕ Ṗ
Ṇ ṕ2019 Ỉ Ṗṕ Ṗ

CO2

Ṇ ṕ2018 7 Ṗṕ Ṗ
2030

ṕ
Ṗ
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電気事業分野における地球温暖化対策、及び進捗状況の評価について

Â 2030 年度の排出係数0.37kg -CO₂/kWhの目標達成に向け、①電力業界の自主的枠組みについて
引き続き実効性の向上等を促すとともに、②省エネ法等の基準・運用の強化等の政策的対応により、電
力業界全体の取組の実効性を確保する。さらに、③毎年度進捗をレビューし、目標が達成できないと判
断される場合は施策の見直し等について検討する。そのほか、引き続き2013 年の「局長級とりまとめ」に
沿って実効性ある対策に取り組む。（2016 年2月環境大臣・経済産業大臣合意）

Â 2050 年目標との関係では、「局長級取りまとめ」に基づきCCS（二酸化炭素回収貯留）に取り組む。

Ṇ

Ṇ

ü

(1)
ṕ44.3 ṾṖ

(2)
ṕ44ṾṖ

(3)

ẓ

ẑ 2019 2020 7 14

ü 2020 CCS CCS
ü 2030 CCS CCS Readyṕ CCS

Ṗ
ü 2050ṕ

25 4 25 Ṗ
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石炭火力発電輸出の方針変更について

令和2年7月9日に決定したインフラ海外展開に関する新戦略の骨子において、石炭火力発電の輸出の方針を変更した。

【新たな方針】
ü CO2

「脱炭素移行政策誘導型インフラ輸出支援」 基本方
針

ü 今後新たに計画される石炭火力発電の輸出

ü

Å

Å

Å

Å

10 (2018 )

2019 -40

2019 -40

CCS

2014 -18

エネルギー供給に対する全世界の年間平均投資額

IEAḲWorld Energy Outlook 2019

ü 2040
2.7

2040 3

ü

20Ṿ 2040 3.2

＜参考＞エネルギー分野への投資額見込みṕ Ḳ 2020Ṗ
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（参考）石炭火力発電輸出ファクト検討会の実施結果について（概要）

分析レポート：ファクト検討会として、今後の石炭火力発電輸出への公的支援を見る視点を提供するもの。

Â 再エネのコスト低下に牽引されたエネルギー転換など、事業環境は急速かつ大きく変化。

Â 石炭火力発電事業には、ロックイン、座礁資産化という課題。リスク評価は、より長期的な視点が必要。

Â 長期的な課題認識や視点がないまま、公的支援を実施することは、「世界のCO2排出削減に貢献するエネル
ギーインフラの国際展開」を掲げる長期戦略の方針に反する。

Â 公的支援は、ビジネスへの支援にとどまらず、相手国の脱炭素化という長期的な視点も含む、「脱炭素移行ソ
リューション」提供型の支援へと転換していくことが重要。

Â インフラ輸出に当たっては、「CO2排出削減に資するあらゆる選択肢」の提示とともに、脱炭素社会への移行の方
針を示す長期戦略の策定などの政策的な支援を併せてしていく必要。

Â 公的支援の対象となるインフラ輸出案件については、十分な環境・社会配慮が必要。
Â コロナウィルスによる影響など、今後も状況が大きく変化。継続的な情報更新と政策議論が必要。

Âファクト検討会により、石炭火力発電の輸出に関する「ファクト集」と、「分析レポート」が取りまとめられた。

オブザーバー：外務省、財務省、経済産業省

委員
伊藤 敏憲 （株）伊藤リサーチン・アンド・アドバイザリー代表取締役兼アナリスト

黒﨑 美穂 ブルームバーグNEF日本韓国分析部門長

髙村 ゆかり東京大学未来ビジョン研究センター教授（座長）
玉木林太郎 公益財団法人 国際金融情報センター理事長

松本 悟 法政大学国際文化学部教授

吉高 まり 三菱UFJモルガン・スタンレー証券チーフ環境・社会ストラテジスト

書面ヒアリング協力企業・団体
IHI （株）、AIGCC （アジアの気候変動投資家グルー
プ）、FoE JAPAN 、気候ネットワーク、国際協力銀
行、国際協力機構、自然エネルギー財団、（株）
JERA、（財）石炭エネルギーセンター、電源開発
（株）、（社）電力技術情報ネットワーク、PRI
JAPAN （責任投資原則）、丸紅（株）、
三菱日立パワーシステムズ（株）

石炭火力輸出ファクト集2020：中立、客観を旨として、石炭火力発電の輸出に関するファクト（世界のエネルギー情勢の変
化、ビジネス・金融の動向、技術、環境・社会配慮、公的支援等）を幅広く収集、整理。
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環境インフラの海外展開

Â ṕ2 7 9 Ṗ 展開国の社会課題解決、SDGs達成
への貢献」が3本柱 ể 脱炭素移行

Â ṕ Ễị Ṗ ṕ ễỂ
Ỉ Ṗ 7 2021年以降の新戦略骨子においても、環境性能の高いインフラを位置付け

Â パッケージ支援 発信 民間企業、自
治体、他省庁や国内外の援助機関等と連携

Å ךּףּ ṡ ṇ Ṣ ︡ḭ ︡ ḭ ṇ
Å ḭ צּ ︡ ḭṡ ṇṢ Ḯ

Ḯ

ḱ

ṇ בֿ ḭ ṇ ︣ ṇ

ể Ḱ ḭ ṇ ︡ ṇ

Ễ Ḱ פּ ḭ ṇ ḱ

ễḰ ḭ ḭ ︡ḭ

· ḭ

· ḭ ḭ

· ṇ ṇ

· ךּ ḱ

·

· ṕJCMṖḭ ḱ ṇ ḱ
︡

·JICAḭJBICḭ ṕADBṖ ḭ
ṕGCFṖ
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脱炭素移行のための一貫支援体制の構築

５．ＪＣＭを通じた設備補助

４．実現可能性調査支援/ 現地支援

１．政策対話

２．計画作成支援

上
流
か
ら
下
流
ま
で
一
気
通
貫
で
支
援

ü

ü

ü ṕJCMṖ

ü

ü NDC
ü

成果を踏まえ、
更なる

脱炭素移行の
促進

環境インフラ海外展開プラットフォームを創設

３．脱炭素都市の形成支援

ü ṕ Ṗ

主に東南アジア諸国を念頭に、脱炭素化に向けた政策策定支援からCO2排出削減に資するあらゆ
る対策の提案・実施まで、関係省庁・機関とも連携しながら、国ごとに一貫した支援を実施していく。
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ベトナムでの脱炭素移行のための一貫支援体制

Å2020年8月24・25日、第6回日本・ベトナム環境政策対話を開催。
Å包括的な環境協力覚書（MoC）の更新に署名。
Å気候変動緩和については、以下内容について合意。

Å 適応については、国家適応計画の実施に向けた技術協力、モニタリングと評
価、能力構築について合意

Å その他、海洋プラスチックごみ対策、大気汚染・排水処理・水環境等、各分野
での協力に合意。
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JCM

Â二国間クレジット制度（JCM）の推進、国際機関との連携等により、世界の排出削減に貢献
することで主導的役割を果たすとともに、優れた脱炭素化につながる技術を持つ日本企業の海
外展開を後押し。

令和２年度予算 156 億円（159 ）
¸ 20 ṕ18.9)
¸二国間クレジット制度（JCM）資金支援事業 107 億円（91)

環

境

省
JFJCMプロジェクト

国際コンソーシアム JCMプロジェクト

Ṋ（日本法人と外国法人により構成）

GHG削減
ṕ2030

5 Ṍ
1

Ṗ

(JFEԇ֩ԏ֪֒Ԅ֤֩ԋ֪)

ԍԃԏ֪ӽ֦֔ԃԏԁ֩ԏԐԜ֝
( Ṗԍԏ֪ӽ֔ԏԐԜ֝Ḳ

[ ]

( ) ( ṖԇԄԍ֩Ḳԓ֪ԅԊ֩( Ṗ

ổọỔỎ

JCM (17 ẑ) 166

ẑ

アジア開発銀行

非営利法人



国民に対する働きかけ"COOL CHOICE"

2030 ẍ26% ʹₑằ͵ ṕ 1,065 ḭ 30 Ṗ7

Ṋ ṇ Ṋ טּ ṡ ךּ Ṣ ︣

ü2030 26Ṿ 4ῐ

JCCCA

ễ
ễ ễ

LED



COOL CHOICE 推進チーム

（１）チーム員（五十音順、敬称略） 11

ḵ

SDGs
ỎỞờ ỎỞỡ

Ṋ CEO 14
ẑ Ḳ

（２）開催実績
28 Ỉ 20 ể 30 Ễ 21 4 11 28 7
29 Ễ 24 Ễ 30 Ị Ỉ 5
29 ỉ 26 ễ 31 Ễ 22 6

（３）作業グループについて

ü COOL CHOICE
NPO COOL 

CHOICE ṕ 28 ệ 31 Ṗ

Ṯ Ỉ COOL CHOICE ṯ



（参考）重点5分野において実施した取組

自治体・地域センター等 事業者 国 消費者

省エネ
家電

省エネ
住宅

低炭素
物流

エコカー

ライフ
スタイル

５つ星家電買換えキャンペーン

エコ住キャンペーン

COOL CHOICE 出来るだけ１回で受け取りませんかキャンペーン

エコカー買換えキャンペーン

シェアエコ～シェアリングエコノミーをシェアリングエコロジーへ～

デ
ジ
キ
ャ
ラ
・
動
画
・
コ
ミ
ュ
ニ
ケ
|
タ
|
等

自転車シェア

Å市町村だよりを通じた普及啓発
Å古い冷蔵庫コンテスト（９都県市）等
ÅコミュニティFM等を通じた発信
Å地域センター等を通じた普及啓発

販売方法の工夫等による
５つ星家電等の販売促進

Å特設サイト開設等
Å子ども壁新聞コンテスト
Åしんきゅうさん
Å広告記事、ポップ制作

Å特設サイト開設等
ÅZEH宿泊体験
Åビジネストークガイド制作
Åうちエコ診断

ZEH
宿泊体験（冬）

ビジネストーク
ガイドの活用

統一ロゴマーク
の掲出等を通
じた周知

CSRページ等
での広報

Å特設サイト開設等
Åシンポジウムの開催
Åアニメを活用した啓発

統一ロゴマークの掲出等を通じた
エコカー買換えの促進

スキル・空間・モノ・移動・お金の
シェア活用による
地域活性化の検討

特設サイト開設等

特設サイト開設等

Å市町村だよりを通じた普及啓発
ÅコミュニティFM等を通じた発信
Å地域センター等を通じた普及啓発

Å市町村だよりを通じた普及啓発
ÅコミュニティFM等を通じた発信
Å地域センター等を通じた普及啓発

Å市町村だよりを通じた普及啓発
ÅコミュニティFM等を通じた発信
Å地域センター等を通じた普及啓発

ZEH、省エネリフォーム、BELS等のPR

統一ロゴマークの掲出等を通じた周知

統一ロゴマークの掲出等を
通じた周知

東京モーターショーでの情報発信

Å省エネ家電への買換
え（2030 年度高効
率機器が全面普及）
ÅLED照明への交換
（2030 年度ストック
100 ％）

Å新築ならZEHを選択す
る（2030 年度、新築
住宅における省エネ基
準適合率100 ％）
Å既存住宅は省エネリ
フォーム（2030 年度約
３割省エネ基準適合）

Å宅配便を１回で受け
取ることで、再配達に
よる年間CO2排出
量42万トンの削減を
目指す

Åエコカー減税対象へ
の買換えを行う
Å2030 年度には、新
車の２台に１台を次
世代自動車に

ÅCO2削減にも貢献
するシェアするライフ
スタイルを選択する



ナッジを活用した自発的な行動変容の促進
Å 科学に基づく新しい行動変容促進のアプローチ

¸ ṕnudge Ḳ Ṗ ṕ
Ṗ Ṅ

¸ Ṅ

¸

200

¸ 2017 4 ṕ Ḳ Ṗ

¸ 2018

Å BI-Tech：科学と技術の融合による効果的な行動変容の促進

¸

ṕBehavioral Insights Ṗ
ṕTechṖ ṕBI-TechḲ Ṗ IoT

AI

¸ G20 BI -Tech
2019

AI BI -Tech

¸

ú
( )

同調性･社会規
範 運
転ｽｺｱﾗﾝｷﾝｸﾞ

損失回避性

ｴｺﾄﾞﾗｲﾌﾞ
ｱﾄﾞﾊﾞｲｽ

֪֘ԃ֣֞֩

顔ﾏｰｸ
燃料消費量の
推定

損失を強調したﾒｯｾｰｼﾞ
損失回避性

他の世帯との比較
同調性・社会規範

֖֪֞֩ԃ

Ḳ 2ṾCO2 2
ṕ2017 Ṍ19 50 20

Ṗ

BI -Tech ḲGPS
(

14 .5Ṿ CO2 Ṗ
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政府戦略での記載ぶり（ナッジ）

ể
ệḰ
ṕỄṖ
広く国民各層の意識変革や行動変容につながる見える化

ỐọớỘ
Ốọớ

Ộ

ṕ Ṗ

Ẇ 2018ṕ Ṗṕ 30 Ỉ Ṗ

ḱ וֹפּקּ ḱ ︣ פּ ḭ קּ

KPI ︣ ḭֿ︡לּכ ḭ נּ

ḱ ︡ β Ḯשּךּ

β נּ ḭ ṕNudgeṖ ḭ ︣ כֿ ḭשּ

צּ ךּ לּ ḭלּ ︣ ḭ

ךּףּ אל ךּ Ḯ

○経済財政運営と改革の基本方針2020 ～危機の克服、そして新しい未来へ～（抜粋）
（令和２年7月17日閣議決定）
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フルオロカーボン（フロン）とは何か

主な物質 オゾン層破壊 温暖化係数 備考

CFC,HCFC Ẇ 77-10900 2020.1

HFC 124-14800
2036

85Ṿ

CO2,NH3
1

ẑCOỄ ể

飲食店のフロン類使用機器の例 オフィスのフロン類使用機器の例

ṕ Ṗ

ṕ Ṗ
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(2005 ) [ ]< >

BAU:
2020

特定フロンから代替フロンへの転換

2000 年以降、冷凍空調機器の冷媒として用いられるフロン類について、特定フロンから代替フロ
ンへの転換が進んでおり、冷媒としての市中ストックは増加傾向にある。
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機器廃棄時のフロン回収の現状

Â2001 年のフロン回収・破壊法制定に伴い、機器廃棄時のフロン回収を制度化。

Â機器廃棄時のフロン回収率は10年以上3割程度に低迷し、直近でも4割弱に止まる。

Â地球温暖化対策計画（2016 年5月閣議決定）の目標の実現に向け、対策強化が不可欠。

2020

50

2030

70

ᾍ

ṕ Ṗ ṕ Ṗ

※我が国は、回収量を正確に把握し、廃棄時回収率を算出公表する世界的に見て高度なシステムを有している。
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改正フロン排出抑制法のポイント（令和2年4月施行）

2020 50Ṿ
2030 70Ṿ

Â オゾン層を破壊し又は地球温暖化に深刻な影響をもたらすフロン類を使用する業務用冷凍
空調機器について、廃棄時のフロン類の充填回収業者への引渡し等を義務付け。

¸

関係者が相互に確認・連携し、ユーザーによる機器の廃棄時のフロン類の回収が確実に行われる仕組み
へ。

廃棄物
ﾘｻｲｸﾙ業者等
（引取等実施者）

【機器廃棄の際の取組】
¸

-
ṕ Ḳ ṕ ẓ ẓ ẓ Ệ Ṗἲ ṕể Ṗ Ṗ

¸ ֤Ԏԅԋ֥
ṕ ֤Ԏԅԋ֥ Ṗ

【建物解体時の機器廃棄の際の取組】
¸ -

-
-

【機器が引き取られる際の取組】
¸ ֤Ԏԅԋ֥
ṕ ֤Ԏԅԋ֥ Ṗ

ṕ Ṗ

フロン

解体業者等
（解体工事元請業者）

ユーザー
（廃棄等実施者Ṗ
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Å

Å ṕ Ṗ 30
1 10

Å 100
Å ṕHFCṖ ṕ Ṗ

市中ストックに対する回収・処理等の措置を講じなければ、排出量は2030 年
頃に約20億トン-CO2まで増加する見込み ṕẑểṖ

Å 世界のフルオロカーボンの大幅削減に向けて 12
国際的なイニシアティブを我が国主導で設立

フルオロカーボン対策の国際展開の重要性

Â

ü Ḳ13

ü Ḳ15

(2020 8 28 )

フルオロカーボン・イニシアティブ

生産 回収 再生/破壊
冷媒として
の使用

ライフサイクル・マネジメントの向上のため、
上流と中・下流域の対策双方を強化していくことが重要

βể 2018ṕWMO/UNEPṖ βỄ The Future of Cooling (IEA)

ṕβỄṖ

回収 破壊

我が国の技術を活用したフロンJCMの実施
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各国のフロン対策の状況（廃棄時対策）

ＥＵ 米国（連邦）

Ẇ Ẇ ú

ṕ֛֒֘ӽԐԝṖ Ẇ ú ú

Ẇ Ẇ Ẇ

Ẇ ú ú

Ẇ ú
ú

ṕ
Ṗ

Ẇ
ṕ ṖḲ 5,000t

ṕ ṧ
( 700t)ṖḲ 5,800t

Ḳ約2,800t

ẍ
ṕ Ṗ

Ḳ約2,300tṕ Ṗ

β
600

ú

Ẇ Ẇ Ẇ

Â主要先進国と比較し、日本は法定の充塡回収量報告、行程管理票の活用や廃棄時回収率の
公表等を通じて廃棄時排出対策について、世界的に高度な対策を実施している。
（欧州ではFガス規則により加盟国全体を規制。回収義務はあるが、報告、回収率の算出の
仕組みはない。米国は小型の機器について処分業者に回収義務があるのみで、ユーザーへの
回収義務はない。） ḲEU F Clean Air Act

改正後日本
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１．気候変動対策の現状について

1-3 環境省の取組
1-3-2 部門横断的な取組
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地域循環共生圏



ṇ

Ṋ

וֹ ḱ
ḭ ṇ ṇ ḭ
וֹ ︣ Ḯ

ḱ ḭצּ ︣
טּ ḭ לּ ṇ ︡ ︣ Ḯ

ḱ ︡ḭ ḱ
︡ ṇ ︣ כֿ ḭ ︣Ḯ

וֹ ṕ
ḭ Ṗ ︣ כֿ ḭ
Ḯ

וֹ

ṇ

ḱ

︣ ḭ
שּ ṇ Ḯ

Ṋ ḱ

Ṍ ệ ṕ Ṗ

Ẍ ḱ

שּ
ṇ

ḱ

ṇ

NPO/NGO ȣ

環境で地方を元気にする地域循環共生圏づくりプラットフォーム事業
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地方公共団体実行計画 （地球温暖化対策推進法第21条）

【事務事業編】
ü

ü Ḳ

ṕ Ṗ

【区域施策編】
ü

ü

ü Ḳ
ṕ Ệ Ṗ

Å

Å

Å

Å

ü

(2018 10 Ṗ

47 47 100.0% 47 100.0%
20 20 100.0% 20 100.0%
54 54 100.0% 54 100.0%
31 31 100.0% 31 100.0%

1,636 1,378 84.2% 371 22.7%

1,788 1,530 85.6% 523 29.3%

ü

ü
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2050 年 二酸化炭素排出実質ゼロ表明自治体

Â 東京都・京都市・横浜市を始めとする151 の自治体（21都道府県、82市、１特別区、37町、10村）が
「2050 年までに二酸化炭素排出実質ゼロ」を表明。

Â 表明した自治体を合計すると人口は約7,115 万人(※) 、GDPは約334 兆円となり、我が国の総人口の半
数を超え、更なる拡大を目指します。 （2020 年8月6日時点）Ħֺ᷂ ЏВᶧ̱ǵ˲ֻ֥ ǮǶƲ ↑ ǯ⁸Ӣ

ǵ ș ẆǞǭ ǞǭǋȅǠƳ
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再生可能エネルギーの地域別導入ポテンシャル

日本全体では、電力需要の2.2 倍の再エネポテンシャルが存在。
2050 年80％削減に向けて、再生可能エネルギーのポテンシャルは豊富だがエネルギー需要
密度が低い地方と、エネルギー需要密度が高い都市との連携は不可欠になると考えられる。
これにより、資金の流れが、「都市→中東」から「都市→地方」にシフト。

再生可能エネルギーの導入ポテンシャル
（市町村別）
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ṇú ú ú

横浜市・東北12市町村の連携事例
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ṡ ︡פּ ṇ ṕ ṇ ṖṢ
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שּ

ANN NEWSṥ Ṧ

ḱ צּ נּ טּצּ צּ פּ Ḯ
ḱ2Ṍ3,000 ףּ ︡ךּ שּךּ ךּ

פּ Ḯ
ṕ ︡ Ṗ

Â CHIBA CO2

Â 15

Â ṕ9/10 -11 2
800 Ṗ
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Â ḭ ︡ ︡
︣ ṡ ṇ Ṣ ḭ2020 Ệ פּ

︡ Ḯ
Â ṇ ︣ ︡ ḭ ṕ Ṗ ṇ ḭ

ṕ Ṗ ︡ḭ ṇ
כֿלּ ḭ ︣ ṡ

Ṣ Ḯ
ṇ ṕ Ṗ

30 ṇ

国内初「再エネ完全自家消費エリア」
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再エネ情報提供システム「REPOS（リーポス）」を6/26 にリリース

リーポス

Å全国・地域別の再エネ導入ポテンシャル情報を掲載

Å導入に当たって配慮すべき地域情報・環境情報も
整備・可視化
Å「気候変動×防災」の観点から、ハザードマップとも
連携表示

搭載情報

環境省は今般、「再生可能エネルギー情報提供システム（REPOS：Renewable Energy Potential System ）」を
新たに開設し、デジタルで誰でも再エネポテンシャル情報を把握・利活用できるようにしました。

ゼロカーボンシティ実現、RE100 、再エネ主力化をデータ駆動で促進

http://www.renewable-energy-potential.env.go.jp/RenewableEnergy/index.html

ṕ Ṗ

ṕ Ṗ

ṕ Ṗ
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REPOSの主な特徴

これまで報告書情報でしかなかった再エネポテンシャル関係情報を、デジタルな地図データとして一元表示。
地域ごとの情報が、特殊なソフトを使わずに、誰でも、ビジュアルで閲覧可能に。

特徴４

特徴１

地域情報・環境情報と統合（環境影響情報サイトと自動連携）

特徴２

自治体別（都道府県別、市町村別）に再エネポテ
ンシャル情報を表示

自治体別（都道府県別、市町村別）に再エネ導入
実績を表示

太陽光

陸上風力

特徴３

ポテンシャル情報と防災情報も重ね合わせて表示

睦沢

睦沢
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地域での再エネ拡大に向けた経産省との連携チームについて

Â 地域の再エネを活用した分散型エネルギーシステムの構築に向けて、経済産業省と環境省とによる連携
チームを2019 年4月12日に発足。

Â 現在、①地域での分散型エネルギーシステムの構築に向けた実証事業の連携実施、②多様なプレイ
ヤーの協創の場の共同開催、③福島県浪江町の再エネ水素の需要拡大の共同検討、④地域と共生し
た再エネ導入の促進方策の共同検討などを実施中。

連携のねらい

Å ṕ Ṗ
ṕRE100 Ṗ

Å

【分散型エネルギーシステム】
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地域での再エネ拡大に向けた経産省との連携チームでの取組例について

Â

Â

ṕ Ṗ

ẑ

ẑ

ṕ Ṗ
Â

Â 2019 11 Ệ

ṕ Ṗ
Â

分散型エネルギーシステムの構築支援

プレイヤーづくり

Ⱳχ ṓχ Ϧ ←ᵲⱲχ ṓχ Ϧ Ὁ

自営線型（環境省）既存系統活用型（経産省）

（自営線）
マイクログリッド

需給調整システム
非常時に
遮断

非常時に
遮断

非常時に
遮断
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「パリ協定を踏まえた長期戦略としての成長戦略」（令和元年6月11日閣議決定）（抜粋）

Ệ Ḳ

ṕệṖ
2016 G7 2018 G7

COŇ

ṕ Ṗ
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中央環境審議会地球環境部会カーボンプライシングの活用に関する小委員会

＜委員＞
ṕẈḲ ẆḲ Ṗ

Ẉ

ṕ Ṗ
ỐỤ ổỦỵỦỳ ỎỎỦỞỞ

(ỎỎỦỞỞ)

ṕ Ṗ

ṕ Ṗ

ỢỢố
ṕ Ṗ

Ẇ

( )

ṕ Ṗ
Ỏỏớ
ớờỔ

Å SDGs ệ

Å あらゆる主体に対して、脱炭素社会に向けた資金を含むあらゆる資源の戦略的な配分を
促し、新たな経済成長につなげていく原動力としてのカーボンプライシングの可能性

Å 2019 ỉ 25
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世界のESG市場の拡大
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Â ESG要素を考慮した資金の流れをさらに大きくし、ESG投融資を通じてインパクトを生み出
す ESG金融を促進 Ễṹ SDGs
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Â2020 ễ 10 ESG ṕ Ễ Ṗ 行動する場としての側面を強化するため、

具体的な議論を深めるテーマごとに２つのタスクフォースを置く
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脱炭素経営に向けた取組の広がり

RE100
ṕ 10 Ṗ

[ ] Science Based Targets Companies Take Action

ṕhttp ://sciencebasedtargets.org/companies -taking -action/ Ṗ

SBT
ṕ 10 Ṗ

[ ]TCFD TCFD Supporters ṕhttps://www.fsb -

tcfd.org/tcfd -supporters/ Ṗ

ẑ20208 24

TCFD SBT RE100

Ḳ / / /

/ LIXIL / 

Ḳ
Ḳ / / 

/ / / 

Ḳ
Ḳ
Ḳ / / 

Ḳ

Â 1,381( 297
)

Â 世界１位（アジア１位）
TCFD
ṕ 10 Ṗ

[ ] RE100 ṇ ṇ ṕhttp :// there100.org/Ṗ Ḯ

TCFD SBT RE100
Â Ḳ 445

( 74 )
Â 世界2位（アジア１位）

Â Ḳ 253
( 37 )

Â 世界第３位（アジア１位）
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環境省における脱炭素経営の支援プログラム

Âパリ協定を契機にESG金融の動きなどと相まって、TCFD, SBT, RE100 といった
企業の脱炭素経営の取組が進展。

Â環境省では、我が国企業による脱炭素経営の取組を積極的に促進。

気候変動リスク・チャンスを
織り込む経営戦略の支援

ŢCFD

¸

ESG

野心的な脱炭素経営の
目標設定の支援

ŞBT

¸

RE100

脱炭素に向けた
実践行動の支援

¸SBT

¸
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TCFDシナリオ分析支援事業について

Â 2018 年度から、TCFD提言に基づく情報開示において特に課題とされるシナリオ分析の実践を支援。

Â 2019 年度には、2020 年３月30日に「気候関連リスク・機会を織り込むシナリオ分析実践ガイドver.2.0 」を公表。
（ガイドの公表に当たり、TCFDコンソーシアムとともに座談会を開催し発信。）

Â 2020 年度は、気候変動の物理リスクでもある感染症や自然災害への備えやイノベーション等への取組に関する効果
的な情報開示といった視点も強調しつつ、支援対象を多様化して継続実施し、年度内にガイドの改訂を予定。

Å

2018

ṕ2020 3 30 Ṗ

Å 2018 Ỉ
12

（シナリオ分析支援）
Å

Å

（各種調査・検討）
Å TCFD

Å

Å

Å

2019 年度 2020 年度（予定）

シナリオ分析実践ガイドを改定TCFDの動向も踏まえつつ支援を継続

上記の成果を踏まえ
実践ガイドを改定https://www.env.go.jp/policy/tcfd.html

シナリオ分析の実践を支援

セクター 支援数

1

2

3

3

1

2

3

1

1

1



TCFDを活用した経営戦略立案のススメ（シナリオ分析実践ガイド）

Â環境省では、2018 年度からTCFDに対応したシナリオ分析の支援を開始。

Âこれまでのシナリオ分析支援事例を踏まえ、①シナリオ分析を進める上での実施プロセス・ポイント、
②これまでの企業の分析事例、③参考となる外部データ・ツール集を掲載した、シナリオ分析実践
ガイドver2.0 を2020 年3月に公表。

シナリオ分析実践ガイドver2.0

Ḳ
Ẁ HD HD

HD HD LIXIL ( )

https://www.env.go.jp/policy/tcfd.html
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Âこれまでの実績→18年度：［大企業］21社［中小企業］5社
19年度：［大企業］20社［中小企業］17社

Â今年度の支援予定→20年度：20社程度（大企業、中小企業を合わせて）

ÅSBT
Å

応募 支援面談（2回程度） 成果報告

Web サイトにて公開：
V

ṕ2021 3 Ṗ

Å ṕ2 Ṗ
Å

Å

Å
コンサルタントによる支援

第１回面談：
V

V SBT

V SBT

V

第２回面談：
V ṕ ể Ṗ

SBT

V

V

コンサルタント

Â グローバル企業を中心に、パリ協定に整合する中長期の排出削減目標（SBT）を設定する企業が増
加している。日本企業においても一層の取り組みを促すべく、SBTに取組む意思のある企業に対し、
SBT目標の設定や再エネ100 ％に関する助言を実施

公募時期：
V Ḳ2020 7

V Ḳ2020 10

脱炭素化に向けた目標設定支援
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目標達成に向けた削減行動計画の策定支援

Â SBT認定取得企業等に対して、SBT目標等を達成するための中長期的・具体的なGHG削減行動計画の策定支援
を実施し、単なる目標設定にとどまらない実現性の高いGHG削減に向けた組を促している。

Â 本年度は異なる業種、業態の事例を蓄積し、マニュアルを策定・拡充していく予定。
19 年度支援対象企業：アスクル、小野薬品工業、サントリーホールディングス、セイコーエプソン、ユニ・チャーム

イメージ

目標達成に向けた企業の課題

Å

Å

ÅSocpe3
Å

Å

GHG

支援内容

STEP3
BAU排出量の概算

BAU

STEP4
追加的な削減対策の探索

ṕ
Ṗ

本事業で
解決!

オプション支援
ṕ Ṗ

Å先進技術実装検討

ÅScope3 に係る具体的取組支援
Scop3

STEP1 CO2排出の現状整理・確認

STEP2 主要な事業環境変化の想定
CO2

STEP5 削減計画の作成
BAU

2015 Ṍ
2030 Ṍ

35
2050

CO2

BAU

目標年
SBT 2℃を十分に下回
るor1.5 ℃に抑える基準年
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環境デュー・ディリジェンス（DD）に関する手引書
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2020 RE100 

2020

ẓ2021 RE100

RE100
ṕ Ṗ

2020

ṕ Ṗ

10Ṍ15Ṿ

2021
35Ṍ40Ṿ

Ṍ2025֞ԝ֪
β

85Ṍ90Ṿ

Ṍ2030֞ԝ֪ 100Ṿ

ẑ

環境省RE100 達成のための行動計画

Â 2030 年までの環境省RE100 達成を目指し、2020 年度は以下の３つのアクションをとる。
ṕ Ṗ

1. 既に再エネ30％の電力を調達している新宿御苑において、再エネ100 ％の電力を調達
2. すべての地方環境事務所（北海道、東北、関東、中部、近畿、中国四国、九州）管内で、再エネ100 ％の電力
調達に向けた取組を開始

3. 国立水俣病総合研究センターなど電力消費量の多い直轄施設について、より安価な電力を調達できる共同調達を
試行 2021 100Ṿ

環境省RE100 達成のためのマイルストーン
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脱炭素化に向けたイノベーションの社会実装
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CCUS（二酸化炭素の回収・有効利用・貯留）

Å ˘ ӓ Carbon dioxide CO2 șѝ ɵᶥ֛ Capture ǞƲ ҧѫ Utilization ֕Ƕ
᷂ʤǿ Storage ǠȒƲCO2 їǓʥ֯ Ǳӓ ș ӓǮǔȒ Ǳ ǮƲ Ǫ
Ǧ Ҙ ǿǵᾍ ǯǞǭƲCCUSǵ ǵ ̝ὕ Ǔⱳ Ƴ

Å 2030 ₴ǵ Ǳ ̝ὕ ǲׄǘƲᶮКѧǵᵀ ǵᶥ֛ ὕ ʫ ѧǵBECCSɕɫȶȥȭ
Ɇ ǯǯȉǲƲ2023 ₴ȅǮǲ ѧǵᵀ ӓ ǵ ǵ ș ǠƳ

C U

S

CO2

CO2

【CCUSの全体像・我が国の課題】 【技術開発・実証等の取組み】

CO2の資源化に向けた実証事業・モデル検討

CO2回収実証プラント（建設中）
1日500トン以上回収（2020年運転開始予定）

CO2輸送船・液化貯蔵設備の検討

地層内のCO2シミュレーションモデル構築

V

V CO2

CO2

BECCSḲBio-energy CCSṕIPCC 1.5ϴ Ṗ

有効利用イメージ
（上：植物培養、下：化成品）
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＜BECCS＞CO2回収実証事業（2016 ～2020 年度）

CO2回収実証プラント（建設中）
回収能力：５００t/ 日
稼働開始予定： 2020 年

¸ ◄Ⱡꜟ◑כ◦☻♥ⱶ☼

¸ ─ ─

¸ ─BECCSβ Bio-energy CCS ⱪ꜡☺▼◒♩─ ╖

βIPCC─1.5 ⌐╙ ↕╣≡™╢Ⱡ●♥▫Ⱪ◄Ⱶ♇◦ꜛfi

CO2回収パイロットプラント
回収能力：10t/ 日
稼働開始：2009 年～

( )
ṕ Ṗ

ṕ49MWṖ
ẑ
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＜DAC＞低濃度CO2による炭素循環モデル構築実証（2019 年度～）

代表：川崎重工業株式会社
期間：2019～2021年度
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炭素循環社会のイメージ

βDACṕDirect Air CaptureṖ



94

CCUには再エネ由来水素も重要

ḱ

水素CCUSCCUS 水素

ṇ

ḱ

C
O

2

CO2
CO2 H2

CH4ḱ

ḱ

H2

CO2
ṕ Ṗ

ḭ
ḭ ḭ

ÅCCUṕCarbon dioxide Capture and UtilizationṖ CO2

CO2
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実用化展開に向けた拠点・連携イメージ

■海外貯留先
・CCUS拠点からCO2輸送・海底貯留

■米国ワイオミング州

省エネ型CO2分離回収技術

■佐賀県佐賀
日本初の廃棄物焼却施設におけるCCUプロジェクト
CO2を活用したビジネス ṕ Ṗ

CO2分離回収型IGCC/IGFCの実証事業
カーボンリサイクル実証研究拠点

■福岡県大牟田
世界初の大規模BECCSプロジェクト
ṕ Ṗ
国内最大の商用規模CO2回収技術実証

■広島県大崎上島

■岩手県久慈
廃棄物処理施設CO2からの
エタノール製造

大規模実証化・技術連携

■北海道苫小牧
我が国初の大規模CCS実証
試験。2019年11月に累計CO2

圧入量30万tを達成

■京都府舞鶴
固体吸収材移動
層システム

実ガス試験
（石炭火力からの
CO2回収）

■兵庫県明石
DAC（大気中からのCO2回収）
実証プロジェクト
ṕ Ṗ
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エネルギー損失を徹底的に減らす究極の省エネデバイスの実現

Ẍ ṕ Ṗ
ṕ ể Ṗ

ṧ
Ẍ
ṕGaNṖ

Ẍ ṕ LEDṖ
LED
Ẍ ṕSiṖ

85%

χṪ

窒化ガリウム(GaN)とは？
LED

♫

欠陥が多く性能が
発揮できない

ҧ
ʿר

従来の基板

GaN GaN

ҧ ̭
ʿר ̭

ἧ ᴜǲ

ṕLEDṖ
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経団連「チャレンジ・ゼロ」

¹ チャレンジ・ゼロは、日本経済団体連合会に所属する企業・団体が取り組む、脱炭素社会に向けたイノベーションにチャ
レンジする企業へのESG投資の呼び込みや、イノベーション創出に向けた同業種・異業種・産学官の連携を図るイニシ
アチブ。

¹ 参画する団体・企業は、”脱炭素社会に向けたイノベーションに果敢に挑戦しながら環境と経済の好循環を実現する”と
する「チャレンジ・ゼロ宣言」に賛同し、①ネット・ゼロエミッション技術（含む、トランジション技術）の開発、②その積極
的な実装・普及、③それに取組企業への積極的な投融資に係る取組を掲げ、実施する。

¹ 2020 年6月の公表では、137 団体による305 の取組が公表されている。

ṕ Ṗ ṕ2019 Ṗ

ḱ ︢ ︢ ESG ṇ
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日本鉄鋼連盟「ゼロカーボンスチールへの挑戦」

Â 一般社団法人日本鉄鋼連盟が2018 年11月公表。

Â 2030 年以降の長期温暖化対策においても、３つのエコ、すなわち、鉄鋼製造プロセス（エコ
プロセス）、省エネ技術の国際展開（エコソリューション）、製品段階（エコプロダクト）の各
段階の取組が重要であるとともに、革新技術開発が基本になる。

Â さらに、パリ協定に基づく長期目標（2℃目標）を念頭に置く場合、現在の製鉄技術を超える
超革新的技術開発が必要と指摘。

β
https://www.jisf.or.jp/news/topics/documents/zerocarbon_steel_JISF.pdf
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（参考）気候変動適応法の概要

¸

¸ 気候変動適応計画 ṕH30 年11月27日閣議決定Ṗ

¸ 気候変動影響評価 5

1.

¸ 情報基盤の中核として国立環境研究所を位置
付け

2.

¸ 地域気候変動適応計画

¸ ṕ地域気
候変動適応センターṖ

¸広域協議会

3.

各分野において、信頼できるきめ細かな情報に基づく効果的な適応策の推進

¸

¸

4.

「気候変動適応情報プラットフォーム」（国立環境研究所サイト）
の主なコンテンツ

http://www.adaptation -platform.nies.go.jp/index.html

コメの収量の
将来予測

砂浜消失率
の将来予測 Ṯ ṯ

21 ṕ2081
Ṍ2100 Ṗ
Ṯ ṯ

ṕRCP2.6Ṗ
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[ 平成三十年法律第五十号]
平成30年６月13日公布
平成30年12 月1日施行
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（参考）適応法に基づく取組- 気候変動影響評価

分野別WG 委員数※

14

16

ị

ỉ

10 

56 

平成29 -30 年度

気候変動影響評価 実施体制

ẑ 31 3

令和元年度

気候変動影響評価報告書(案）
作成

スケジュール

令和２年度

令和３年度
気候変動適応計画変更

2020 年の気候変動影響評価に向け、報告書の執筆を開始

気候変動影響に関する
知見の収集

ể ṕH27Ṗ
2000

パブリックコメント

気候変動影響評価報告書
公開

気候変動影響
評価等小委員会

影響評価報告書（案）
審議・とりまとめ

報告書(案）
提出

環境省

中央環境審議会
地球環境部会

有識者（分野別WG）

文献等レビュー
影響評価報告書（案）作成

審議

ṕ Ṗ
ṕ Ṗ

諮問

答申 報告
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気候変動適応情報
プラットフォーム

Ṯ ṯ21 ṕ2081 Ṍ2100 Ṗ
Ṯ ṯ

ṕRCP2.6Ṗ

ẑ

（参考）気候変動適応計画の概要

気候変動影響の被害の
防止・軽減

各分野において、信頼できるきめ細かな情報
に基づく効果的な気候変動適応の推進

使命・目標

基本戦略

1
あらゆる関連施策に気候変動適応を組み込む

2
科学的知見に基づく気候変動適応を推進する

3
研究機関の英知を集約し、情報基盤を整備する

政府

地方公共団体

Å

Å

Å

Å

Å

Å

Å

Å

国立環境研究所
Å

Å

国民事業者

基本的役割

評価手法等の開発 適応の効果の把握・評価手法の開発

適応計画の進捗管理 年度単位でフォローアップし、PDCAを確保

気候変動影響の評価 中央環境審議会に諮問し、2020 年を目途に評価

進捗管理
気候変動影響の評価

Plan

Do

Check

Action

評価手法等の開発

関係者の具体的役割を明確化

7つの基本戦略の下、関係府省庁が緊密に連携して
気候変動適応を推進

6
開発途上国の適応能力の向上に貢献する

7
関係行政機関の緊密な連携協力体制を確保する

ṕ Ḳ Ṗ

国民の理解を深め、事業活動に応じた気候変動適応を促進する
５

地域の実情に応じた気候変動適応を推進する
４

気候変動影響の評価と気候変動適応計画の進捗管理を
定期的・継続的に実施、PDCAを確保

国民の生活の安定、社会・経済の
健全な発展、自然環境の保全＋

安全・安心で持続可能な社会

計画期間

21 世紀末までの長期的な展望を意識しつつ、
今後概ね５年間における施策の基本的方向等を示す
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２．2018 年度の温室効果ガス排出量（確報値）及び2018
年度における地球温暖化対策計画の進捗状況について

2-1 日本のGHG排出量の推移、増減要因（全体、各部門）
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日本のガス種別排出量の推移
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Â 日本から排出される温室効果ガスの９割以上をCO2が占めている。
Â 中長期的にメタン、一酸化に窒素（N20）等の温室効果ガスは減少傾向。
Â 冷媒におけるオゾン破壊物質からの代替に伴い、2000 年代後半より、ハイドロフルオロカーボン
類（HFCs）の排出量が増加傾向。
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GHG GDP GDP GHG

我が国の実質GDPと温室効果ガス排出量の推移

実質GDP

５年連続 減

温室効果ガス
（GHG）

６年連続 減

GHG/GDP

1990 Ṭ100
基準年

2013 年度

GDPχלם ʿ ᶕ ˮ⁯ Ὂↄὓ▄˯◦ ʿלםʺ ₵ ꜠[2011 ṁ ]
1990 ˙1993 ʿ 30 1Ὦ῝ χḛӬ ẉχ
1994 ˙2018 ʿ ᾕ 12Ὦ26 Ⱳ χ
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CO2 ṕ ḱ Ṗ

Â 2018 年度の電気・熱配分前排出量（エネルギー転換部門の発電及び熱発生に伴うCO2

排出量を各最終消費部門に配分する前の排出量）はエネルギー転換部門が最も大きいが、
前年度からの排出量減少も7.4% （3,700 万トン）減少で最も大きい。

: 310

( 31.7%) 11.5% +1.2% <0.3%>

: 2 8,500

( 22.3%) 13.6% 2.4% <25.0%>

: 2 300
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: 6,400

( 37.9%) 39.1% +3.7% <5.6%> : 5,200

( 25.9%) 13.5% 12.0% <4.6%>
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: 4,600

( 17.9%) 4.9% 1.3% <4.1%>

: 2,900

( 8.6%) 1.5% 1.9% <2.5%>

Ṯ ṯ

(2005 ) 2013 [ ] ( )

CO2 11 3,800
( 12.0%) 13.6% [ 4.4%]
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CO2 ṕ ḱ Ṗ

Â 2018 年度のCO2排出量は、2013 年度比13.6% （１億7,900 万トン）減少。
Â 部門別では、産業部門（▲14.0% （6,500 万トン））、業務その他部門（▲17.6% （4,200
万トン））、家庭部門（▲20.3% （4,200 万トン））の排出量が特に減少。

(2005 ) 2013 [ ] ( )

CO2 11 3,800
( 12.0%) 13.6% [ 4.4%]

Ṯ ṯ
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CO2の部門別排出量（2018 年度）

CO2 Ḳ11 3,800

Â電気・熱配分前の2018 年度CO2排出量においては、エネルギー転換部門からの排出
（40.1% ）が最も大きく、次いで産業部門（25.0% ）、運輸部門（17.8% ）となっ
ている。
Â電気・熱配分後の2018 年度CO2排出量においては、産業部門（35.0% ）からの排出
が最も大きく、次いで運輸部門（18.5% ）、業務その他部門（17.2% ）となっている。

Ṯ ṯ

β Ḳ ṨCO2

β Ḳ ṨCO2
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2030 年度削減目標に対する現在の進捗状況（エネ起CO2部門別）
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Â各部門からのCO2排出量について、削減目標達成への想定ライン
※と比較すると、

産業部門：2,300 万トン 業務その他部門：5,100 万トン

家庭部門：1,200 万トン 運輸部門 ： -370 万トン（増加）

エネルギー転換（発電・熱供給）部門：- 18 万トン（増加）

の削減の進展が見られる。 ※NDC提出時の2013 年度排出量から算定
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2030 年度削減目標に対する現在の進捗状況（6.5 ガス）
ṕ
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Â各ガス種別の排出量について、削減目標達成への想定ライン※と比較すると、

非エネルギー起源CO2 ： -410 万トン（増加） メタン：480 万トン

一酸化二窒素(N 20) ： 210 万トン

代替フロン等４ガス：-1,710 万トン（増加）

の削減の進展が見られる。 ※NDC提出時の2013 年度排出量から算定
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2018 年度温室効果ガス排出量（確報値）の2013 年度からの増減について

< 1 7,000 tCO2 >

CO2

< 1 7,600 tCO2 >

CO2

< 300 tCO2 >

< 1 1,200 tCO2 >
ṕ Ṗ

< 1,800 tCO2 > ẑ

< 8,900 tCO2 > ẑ

< 5,800 tCO2 >

ṕ
Ṗ

ṕ Ṗ
Ḳ2,400 tCO2 ṕ ṕ Ṗ Ṗ
Ḳ1,200 tCO2 ṕ Ṗ

Ḳ1,100 tCO2 ṕ Ṗ
Ḳ800 tCO2 ṕ Ṗ

Ḳ300 tCO2 ṕ
Ṗ

< 600 tCO2 >

CH4 N2O
4

< 1,000 tCO2 >

< 500 tCO2 > ẑ

ṕ2013
Ṗ

β ⅜ ⌐ ╩ ™≡ ⇔√ ≢№╡⁸ │ ─ ╩ ╖℮╢↓≤⌐
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βṕṖ

ṕ6.0%Ṗ

ṕ Ṗ

Â東日本大震災を契機とした原子力発電所の運転停止及び火力発電量の増大に伴い、2011 年度以降とそれ以前の電源構
成は大きく変化した。その後、固定価格買取制度の開始により再生可能エネルギーも増加している。

Â2018 年度の電源構成について、再生可能エネルギーは太陽光及び風力が昨年度に引き続き増加した影響で、水力とあわ
せると16.9% となり、前年度から0.9 ポイント増加、2013 年度からは6.0 ポイント増加した。原子力は6.2% で、前年度から
3.1 ポイント増加、2013 年度からは5.3 ポイントの増加となった。火力は77.0% で前年度から3.9 ポイント減少、2013 年
度からは11.3 ポイント減少した。発電量を前年度と比較すると天然ガスが最も減少しており、次いで石油、石炭の順に減少し
ているが、2013 年度と比較すると石油の減少が最も大きい。

( : PJ kWh)

2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018
(%)

11,495 10,902 10,778 10,845 10,584 10,404 10,514 10,598 10,512 (ƶ0.8) 

 ( ) (ƶ5.2) (ƶ1.1) (+0.6) (ƶ2.4) (ƶ1.7) (+1.1) (+0.8) (ƶ0.8) 

2,882 1,018 159 93 0 94 181 329 649 (+97.3) 

3,199 3,058 3,340 3,571 3,544 3,560 3,448 3,472 3,324 (ƶ4.3) 

3,339 4,113 4,320 4,435 4,552 4,257 4,351 4,211 4,029 (ƶ4.3) 

983 1,583 1,885 1,567 1,162 1,006 999 889 737 (ƶ17.2) 

838 849 765 794 835 871 795 838 810 (ƶ3.3) 

35 48 66 129 230 348 458 551 627 (+13.8) 

40 47 48 52 52 56 62 65 75 (+15.3) 

26 27 26 26 26 26 25 25 25 (+2.7) 

152 159 168 178 182 185 197 219 236 (+8.1) 

◄Ⱡ 9.5% 10.4% 10.0% 10.9% 12.5% 14.3% 14.6% 16.0% 16.9%

34.6% 19.7% 11.4% 11.7% 12.5% 15.2% 16.3% 19.1% 23.0%

9,867 9,419 9,303 9,389 9,008 8,798 9,098 9,107 9,013 (ƶ1.0) 

( ) (ƶ4.5) (ƶ1.2) (+0.9) (ƶ4.1) (ƶ2.3) (+3.4) (+0.1) (ƶ1.0) 

2,462 873 137 80 0 79 154 281 553 (+97.0) 

2,840 2,730 2,936 3,256 3,187 3,181 3,121 3,143 3,013 (ƶ4.2) 

2,686 3,322 3,504 3,531 3,585 3,342 3,451 3,288 3,127 (ƶ4.9) 

929 1,507 1,788 1,491 1,097 933 942 832 708 (ƶ14.9) 

716 729 657 679 702 726 679 714 690 (ƶ3.4) 

30 42 57 110 193 290 391 470 534 (+13.7) 

34 40 42 44 44 46 53 55 64 (+15.1) 

22 23 22 22 22 22 21 21 22 (+2.6) 

147 154 160 175 178 180 286 303 304 (+0.2) 

10,354 9,966 9,914 9,896 9,737 9,495 9,507 9,647 9,457 (ƶ2.0) 

( ) (+4.7)  (ƶ3.7)  (ƶ0.5)  (ƶ0.2)  (ƶ1.6)  (ƶ2.5) (+0.1) (+1.5)  (ƶ2.0)

7,178 6,946 6,843 6,881 6,852 6,642 6,659 6,739 6,674 (ƶ1.0) 

3,690 3,497 3,500 3,534 3,471 3,375 3,359 3,392 3,408 (+0.5) 

127 143 125 111 114 105 100 106 98 (ƶ7.9) 

3,362 3,306 3,218 3,236 3,267 3,162 3,200 3,241 3,168 (ƶ2.2) 

2,993 2,843 2,895 2,838 2,709 2,677 2,672 2,733 2,607 (ƶ4.6) 

182 178 177 177 176 176 175 175 175 (+0.0) 

( : PJ kWh)

2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018
(%)

11,495 10,902 10,778 10,845 10,584 10,404 10,514 10,598 10,512 (ƶ0.8) 

 ( ) (ƶ5.2) (ƶ1.1) (+0.6) (ƶ2.4) (ƶ1.7) (+1.1) (+0.8) (ƶ0.8) 

2,882 1,018 159 93 0 94 181 329 649 (+97.3) 

3,199 3,058 3,340 3,571 3,544 3,560 3,448 3,472 3,324 (ƶ4.3) 

3,339 4,113 4,320 4,435 4,552 4,257 4,351 4,211 4,029 (ƶ4.3) 

983 1,583 1,885 1,567 1,162 1,006 999 889 737 (ƶ17.2) 

838 849 765 794 835 871 795 838 810 (ƶ3.3) 

35 48 66 129 230 348 458 551 627 (+13.8) 

40 47 48 52 52 56 62 65 75 (+15.3) 

26 27 26 26 26 26 25 25 25 (+2.7) 

152 159 168 178 182 185 197 219 236 (+8.1) 

◄Ⱡ 9.5% 10.4% 10.0% 10.9% 12.5% 14.3% 14.6% 16.0% 16.9%

34.6% 19.7% 11.4% 11.7% 12.5% 15.2% 16.3% 19.1% 23.0%

9,867 9,419 9,303 9,389 9,008 8,798 9,098 9,107 9,013 (ƶ1.0) 

( ) (ƶ4.5) (ƶ1.2) (+0.9) (ƶ4.1) (ƶ2.3) (+3.4) (+0.1) (ƶ1.0) 

2,462 873 137 80 0 79 154 281 553 (+97.0) 

2,840 2,730 2,936 3,256 3,187 3,181 3,121 3,143 3,013 (ƶ4.2) 

2,686 3,322 3,504 3,531 3,585 3,342 3,451 3,288 3,127 (ƶ4.9) 

929 1,507 1,788 1,491 1,097 933 942 832 708 (ƶ14.9) 

716 729 657 679 702 726 679 714 690 (ƶ3.4) 

30 42 57 110 193 290 391 470 534 (+13.7) 

34 40 42 44 44 46 53 55 64 (+15.1) 

22 23 22 22 22 22 21 21 22 (+2.6) 

147 154 160 175 178 180 286 303 304 (+0.2) 

10,354 9,966 9,914 9,896 9,737 9,495 9,507 9,647 9,457 (ƶ2.0) 

( ) (+4.7)  (ƶ3.7)  (ƶ0.5)  (ƶ0.2)  (ƶ1.6)  (ƶ2.5) (+0.1) (+1.5)  (ƶ2.0)

7,178 6,946 6,843 6,881 6,852 6,642 6,659 6,739 6,674 (ƶ1.0) 

3,690 3,497 3,500 3,534 3,471 3,375 3,359 3,392 3,408 (+0.5) 

127 143 125 111 114 105 100 106 98 (ƶ7.9) 

3,362 3,306 3,218 3,236 3,267 3,162 3,200 3,241 3,168 (ƶ2.2) 

2,993 2,843 2,895 2,838 2,709 2,677 2,672 2,733 2,607 (ƶ4.6) 

182 178 177 177 176 176 175 175 175 (+0.0) 

2,882

1,018
159 93 0 94 181 329 649

2,317 2,168

3,199

3,058
3,3403,5713,5443,5603,4483,4723,324

2,810

3,339

4,113
4,3204,4354,5524,2574,3514,2114,029

2,845

983

1,5831,8851,5671,1621,006 999 889 737
315

1,091
1,1311,0741,179

1,3261,4861,5361,6961,773 2,366 2,515

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2030

[ kWh]



112

0.43 0.41 
0.45 0.45 

0.43 0.44 

0.52 

0.57 0.58 
0.56 0.54 0.53 

0.51 
0.49 

0.0

0.1

0.2

0.3

0.4

0.5

0.6

2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018

kg-CO2/kWh

Ṯ ṯ ṕ Ṗ

ṕ Ṗ CO2

Â 2012 年度の固定価格買取制度開始以降に太陽光発電の発電量が大きく増加したことに
より、再生可能エネルギーによる発電量は2013 年度以降増加が続いている。

Ṯ ṯ ṕ Ṗ

CO 2

2017年度 2018年度 増加量

総量 1,696 kWh Ҧ 1,773 kWh 77 kWh(4.5%)

太陽光 551 kWh Ҧ 627 kWh 76 kWh(13.8%)

風力 65 kWh Ҧ 75 kWh 10 kWh(15.3%)

水力 838 kWh Ҧ 810 kWh 28 kWh(3.3%)

バイオマス 219 kWh Ҧ 236 kWh 17 kWh(8.1%)

地熱 25 kWh Ҧ 25 kWh 1 kWh(2.7%)

838 849 765 794 835 871 795 838 810

35 48
66

129
230

348 458
551 627

40 47
48

52

52

56 62

65
75

26 27
26

26

26

26 25

25
25

152 159
168

178

182

185 197

219
236

0

200

400

600

800

1,000

1,200

1,400

1,600

1,800

2,000

2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018

[ kWh]
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tCO2

2 6,700 tCO2

(+10.2%) 8.0% 4.7% <58.1%>

1 5,900 tCO2

(+48.0%) 12.0% 5.5% <34.6%>

3,400 tCO2

( 61.8%) 66.6% 23.3% <7.3%>

ṕ Ṗ ẑ CO2

Â 発電に伴うCO2排出量（国内における全ての発電施設が対象）は、火力発電量の増加に伴い
2010 年度以降増加傾向であったが、再生可能エネルギーの導入拡大や原子力発電所の再稼働
により2014 年度に減少に転じて以降5年連続で減少した。

Â 燃料種別では、近年は石炭火力由来の排出量が約半分を占めている。また、全ての燃料種で前
年度から減少しているが、石炭の減少量が最も大きい。

ẑ
Ṯ ṯ ṕ Ṗ

(2005 ) 2013 [ ] ( )

CO2 4 6,000 tCO2

(+5.0%) 19.6% [ 6.6%]
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製造業部門のCO2排出量増減要因

CO2

2005Ҧ2018 2013Ҧ2018 2017Ҧ2018

-6,300 -6,430 -1,080

CO2

2005Ҧ2018 2013Ҧ2018 2017Ҧ2018

+910 -3,480 -1,030
2005Ҧ2018 2013Ҧ2018 2017Ҧ2018

-7,210 -2,950 -50

CO2

CO2

2005Ҧ2018 +1,750
2013Ҧ2018 -2,690
2017Ҧ2018 -790

β

CO2

2005Ҧ2018 -560
2013Ҧ2018 -310
2017Ҧ2018 +90 

CO2

2005Ҧ2018 -60
2013Ҧ2018 -210
2017Ҧ2018 -140

CO2

2005Ҧ2018 -200
2013Ҧ2018 -280
2017Ҧ2018 -180

2005Ҧ2018 -7,850
2013Ҧ2018 -4,080
2017Ҧ2018 -950

2005Ҧ2018 -2,860
2013Ҧ2018 -1,130
2017Ҧ2018 +220

2005Ҧ2018 +7,120
2013Ҧ2018 +5,130 
2017Ҧ2018 +690

2013
1kWh

CO2

2014

2008

2012

2005Ҧ2018 -3,620
2013Ҧ2018 -2,860
2017Ҧ2018 -3

2013

2008
GDP

（2005→20186,300 万トン減）
・増加要因：生産額の増加、CO2排出原単位（購入電力）の悪化
・減少要因：付加価値の上昇、エネルギー消費効率の改善、産業構造の変化
（2013→2018 6,430万トン減）
・増加要因：生産額の増加
・減少要因：付加価値の上昇、エネルギー消費効率の改善、CO2排出原単位（購入電力）の改善
（ 2017→2018 1,080 万トン減）
・増加要因：生産額の増加、産業構造の変化
・減少要因：付加価値の上昇、CO2排出原単位（購入電力）の改善
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産業部門における主要排出産業のCO2排出量の推移
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CO2

1 5,800 ♩fi

(Ỏ7.2%)₆Ỏ13.0%₇ Ỏ3.1% <47.7%>

2,100 ♩fi

(Ỏ0.5%)₆Ỏ15.5%₇ +5.1% <6.4%>

5,700 ♩fi

(Ỏ20.4%)₆Ỏ17.2%₇ Ỏ4.2% <17.0%>

Ɽꜟⱪ

2,200 ♩fi

(Ỏ27.8%)₆Ỏ11.5%₇ Ỏ1.3% <6.7%>

4,300 ♩fi

(Ỏ8.6%)₆Ỏ18.1%₇ Ỏ1.9% <12.9%>

3,100 ♩fi

(Ỏ23.3%)₆Ỏ12.1%₇ Ỏ2.7% <9.2%>

(2005 ) 2013 [ ] ( )
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業務その他部門のCO2排出量増減要因

（2005 →2018 2,450 万トン減）
・増加要因：CO2排出原単位（電力）の悪化、業務床面積の増加
・減少要因：エネルギー消費効率の改善、産業活動の低迷
（2013 →2018 4,170 万トン減）
・増加要因：業務床面積の増加
・減少要因：CO2排出原単位（電力）の改善、エネルギー消費効率の改善
（2017 →2018 1,380 万トン減）
・増加要因：生産活動の活発化、業務床面積の増加
・減少要因：CO2排出原単位（電力）の改善、エネルギー消費効率の改善、気候要因

CO2

2005Ҧ2018 +2,090 
2013Ҧ2018 -2,710
2017Ҧ2018 -690

β

CO2

2005Ҧ2018 +220 
2013Ҧ2018 -60
2017Ҧ2018 -4

2005Ҧ2018 -1,110
2013Ҧ2018 -20
2017Ҧ2018 +120

2005Ҧ2018 -130
2013Ҧ2018 -220
2017Ҧ2018 - 420

2005Ҧ2018 +1,720
2013Ҧ2018 +610 
2017Ҧ2018 +100

2005Ҧ2018 -5,240
2013Ҧ2018 -1,760
2017Ҧ2018 -490

CO2

2005Ҧ2018 2013Ҧ2018 2017Ҧ2018

-2,450 -4,170 -1,380

CO2

2005Ҧ2018 2013Ҧ2018 2017Ҧ2018

+2,310 -2,780 -700
2005Ҧ2018 2013Ҧ2018 2017Ҧ2018

-4, 760 -1,400 -680

2013
1kWh

CO2

2014

20082000

CO2
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業務部門におけるエネルギー種別のエネルギー消費量、その他活動量

(2005 ) 2013 [ ] ( )
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ṕ Ṗ

60PJ

(Ỏ53.1%)₆+0.5%₇ Ỏ1.0% <3.1%>

1,140PJ

(Ỏ0.6%)₆Ỏ2.1%₇ Ỏ2.2% <55.4%>

●☻ 380PJ

(+46.1%)₆+0.6%₇ Ỏ7.0% <18.7%>

LPG    20PJ

(Ỏ65.1%)₆Ỏ75.3%₇ Ỏ26.2% <0.9%>

A 120PJ

(Ỏ72.9%)₆Ỏ21.2%₇ Ỏ0.2% <5.9%>

160PJ

(+266.1%)₆Ỏ6.1%₇ Ỏ1.3% <7.6%>
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家庭部門のCO2排出量増減要因

CO2

CO2

нллрҦнлмунлмоҦнлмунлмтҦнлму

- 480 - 4,210 - 2,070

CO2

нллрҦнлмунлмоҦнлмунлмтҦнлму

+2,170 - 2,380 -860
нллрҦнлмунлмоҦнлмунлмтҦнлму

-2,650 - 1,830 - 1,210

нллрҦнлму+2,490
нлмоҦнлму+850
нлмтҦнлму+160

нллрҦнлму-5,140
нлмоҦнлму-2,680
нлмтҦнлму-1,370 

2005

1

нллрҦнлму-1,930
нлмоҦнлму-1,100
нлмтҦнлму-570

нллрҦнлму-800
нлмоҦнлму-590
нлмтҦнлму-600 

2000
нллрҦнлму-2,410
нлмоҦнлму-990
нлмтҦнлму-190

)

（2005→2018480 万トン減）
・増加要因：世帯数の増加、CO2排出原単位（電力）の悪化
・減少要因：核家族化の進行等に伴う世帯当たり人員の減少、省エネ・節電への取組進展による１人当たりエネルギー消費量の減少
（2013→2018 4,210万トン減）
・増加要因：世帯数の増加
・減少要因：CO2排出原単位（電力）の改善、１人当たりエネルギー消費量の減少及び世帯当たり人員の減少
（ 2017→2018 2,070 万トン減）
・増加要因：世帯数の増加
・減少要因：CO2排出原単位（電力）の改善、暖冬による気候要因、１人当たりエネルギー消費量の減少

2018

CO2

нллрҦнлму+2,350
нлмоҦнлму-2,340
нлмтҦнлму- 830 

CO2

нллрҦнлму- 180
нлмоҦнлму- 40
нлмтҦнлму- 30 

2013

1kWh
CO2

2014
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家庭部門におけるエネルギー種別のエネルギー消費量、その他活動量

(2005 ) 2013 [ ] ( )
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950PJ

(Ỏ7.0%)₆Ỏ8.3%₇ Ỏ4.5% <51.7%>

300PJ

(Ỏ39.7%)₆Ỏ19.8%₇ Ỏ17.4% <16.1%>

1PJ

(Ỏ16.7%)₆Ỏ5.6%₇ Ỏ3.0% <0.1%>

●☻ 400PJ

(Ỏ8.1%)₆Ỏ3.7%₇ Ỏ6.4% <21.9%>

LPG    190PJ

(Ỏ21.6%)₆Ỏ16.5%₇ Ỏ10.3% <10.2%>
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運輸部門（旅客）のCO2排出量増減要因

（2005→20181,950 万トン減）
・増加要因：旅客輸送量の増加、CO2排出原単位（その他燃料・電力）の悪化
・減少要因：輸送機関のエネルギー消費効率の改善、輸送手段の構成比の変化
（2013→20181,000 万トン減）
・増加要因：旅客輸送量の増加
・減少要因：輸送機関のエネルギー消費効率の改善
（2017→2018220 万トン減）
・増加要因：旅客輸送量の増加
・減少要因：輸送機関のエネルギー消費効率の改善

ẑ201010 2010 9
2009

CO2

нллрҦнлмунлмоҦнлмунлмтҦнлму

-1,950   -1,000 -220

CO2

нллрҦнлмунлмоҦнлмунлмтҦнлму

+290 -190 -50
нллрҦнлмунлмоҦнлмунлмтҦнлму

-2,240   -800 -170

нллрҦнлмунлмоҦнлмунлмтҦнлму

+430 +600 +160

нллрҦнлмунлмоҦнлмунлмтҦнлму

-560 -110 -1

2000
2012

CO2

β

нллрҦнлмунлмоҦнлмунлмтҦнлму

-2,110 -1,290  -330

CO2
нллрҦнлмунлмоҦнлмунлмтҦнлму

+140 -150  -50

CO2
нллрҦнлмунлмоҦнлмунлмтҦнлму

+150 -50  -3
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運輸部門（貨物）のCO2排出量増減要因

（2005→20181,420 万トン減）
・増加要因：輸送手段の構成比の変化
・減少要因：貨物輸送量の減少、輸送機関のエネルギー消費効率の改善
（2013→2018380 万トン減）
・増加要因：輸送手段の構成比の変化
・減少要因：貨物輸送量の減少、輸送機関のエネルギー消費効率の改善
（2017→201880万トン減）
・増加要因：輸送手段の構成比の変化
・減少要因：貨物輸送量の減少

ẑ201010 2010 9
2009

CO2

нллрҦнлмунлмоҦнлмунлмтҦнлму

-1,420 -380 -80

CO2

нллрҦнлмунлмоҦнлмунлмтҦнлму

+80 -10 -1
нллрҦнлмунлмоҦнлмунлмтҦнлму

-1,500 -370 -80

нллрҦнлмунлмоҦнлмунлмтҦнлму

-1,110 -250 -100
нллрҦнлмунлмоҦнлмунлмтҦнлму

-800 -190 -40 

2008

2018

CO2

1990

2016

β

нллрҦнлмунлмоҦнлмунлмтҦнлму

+410 +60 +60 

2011
2018

CO2
нллрҦнлмунлмоҦнлмунлмтҦнлму

+10 -10  -2

CO2
нллрҦнлмунлмоҦнлмунлмтҦнлму

+70 -5 +1
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運輸部門における輸送機関別輸送量
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発電部門（電気・熱配分前）のCO2排出量増減要因
※事業用発電と自家発電の合計

CO2

2005Ҧ2018 2013Ҧ2018 2017Ҧ2018

+ 2,190     - 11,200 - 3,260

β

2005Ҧ2018 2013Ҧ2018 2017Ҧ2018

- - 200 -190 
2005Ҧ2018 2013Ҧ2018 2017Ҧ2018

- - 9,290 - 2,670

2005Ҧ2018 2013Ҧ2018 2017Ҧ2018

- - 6,900 - 2,370
2005Ҧ2018 2013Ҧ2018 2017Ҧ2018

- - 2,390 - 300

CO2

CO2
2005Ҧ2018 2013Ҧ2018 2017Ҧ2018

- - 410 - 250
2005Ҧ2018 2013Ҧ2018 2017Ҧ2018

- +210 +50

2005Ҧ2018 2013Ҧ2018 2017Ҧ2018

- - 1,710 -390

)

（2013→201811,200 万トン減）
・増加要因：燃料構成の変化
・減少要因：非化石電源の構成割合の変化、エネルギー当たりの発電効率の改善、発電量の減少
（2017→20183,260 万トン減）
・増加要因：燃料構成の変化
・減少要因：非化石電源の構成割合の変化

Ṗ 2010 2009 2005
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0.45 0.45 

0.43 0.44 

0.52 
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Ṯ ṯ ṕINFOBASEṖṕ
Ṗ

ṕ Ṗ CO2

Â 原子力発電所の設備利用率は、東日本大震災後の原子力発電所の停止により大きく減少
し2014 年度は稼働している原子力発電所がゼロとなったが、2015 年度に川内1、2号機、
高浜3号機、2016 年度に伊方3号機、2017 年度に高浜4号機、2018 年度に大飯4号
機、玄海3、4号機が再稼働したことに伴い2018 年度は19.3 % となっている。

Â 使用端CO2排出原単位は、原子力発電所の運転停止による火力発電量の増大に伴い
2011 年度、2012 年度は大きく増加したが、2014 年度以降は減少傾向にある。

Ṯ ṯ ṕ Ṗ

原子力発電所の設備利用率 使用端CO2排出原単位の推移

2018 3
4/18 4
5/9 4
6/16
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ṕ Ṗ ẑ CO2 CO2 ṕ Ṗ

Â全電源の電力由来CO2排出量は東日本大震災以降急増し、2013 年度まで増加傾向であったが、2014 年度から減少に
転じた。総合エネルギー統計の最終エネルギー消費部門における電力消費量は2011 年度に大きく減少した後は減少～横ば
いで推移している。

Â電力由来のCO2排出量を電力消費量で除して算出した電力のCO2排出係数（使用端）は、東日本大震災以降に2013
年度まで大きく増加したが、以降は5年連続で減少している。2018 年度の電力のCO2排出係数は、0.487kgCO 2 /kWh
となっている。

Ṯ ṯ ṕ Ṗ

β Ḳ

3.52 tCO2

7,648 kWh

4.38 tCO2

10,248 kWh

4.93 tCO2

9,647 kWh

4.60 tCO2

9,457 kWh

5.72 tCO2

9,896 kWh
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２．2018 年度の温室効果ガス排出量（確報値）及び2018
年度における地球温暖化対策計画の進捗状況について

2-2 地球温暖化対策の進捗状況（全体、各部門）
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2018 ךּ

¸ 2030 26Ṿ ḭוֹ ḭ ḭפּ
בֿ ḱ כֿלּ ︡ ךּ Ḯ2018 ךּ

ḭ2020 3 30 ṕ Ṗ ךּףּ Ḯ

ểḰ ḱ

¸ צּ 2018 ṕ Ṗ ḭ12 4,000 טּ ḭ5
ṕ Ṩ3.9Ṿḭ2013 Ṩ12.0ṾṖḮ

¸ בֿ ḱ ךּ ḭ110 ḱ לּ 7
צּ וֹ ḭ ︡ ךּ ṕ נּ ḭ
ḭ ḭ ṖḮ ḭ 3 נּ אל ףּ ḭ
ḱ ḭ צּ ṕ נּ ḭ ḭ ṇ

ḭ ṖḮ

¸ טּ ךּ ḭ115 ḭ107 ךּ צּ
︡ ךּ ṕ טּ ḭ ḭ ṖḮ ḭ 2030
ṕ Ṗּ56צ ︡ ףּ ḭ בֿ ḭאל ︡ ךּ

Ḯשּ ḭ8 ︡ ḭ צּ ךּ ṇ ḭ טּ ḭ ṇ
צּ Ḯ

ỄḰ

¸ 3 פֿ ︡ Ḯ פּ 3 צּ ︡ḭ ףּ
ךּ ︡ וֹ ךּ Ḯֿכ ḭנּ ︡ ︣ Ḯ

ễḰ
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温室効果ガス別その他区分ごと、部門別の2030 年度排出削減見込量・吸収見込量と
進捗状況の評価

Ẇ 2030

ỌṌỐ
Ṍ

＜温室効果ガスの排出削減対策・施策＞

ṕ Ṗ

ṕ 4 Ṗ

＜温室効果ガスの吸収源対策・施策＞

Ẇ
ỄḰṕỄṖ 2018 ỄḰṕễṖ 2018

Ẇ 2013

2030

Ṋ Ṋ Ṋ

2030 2013

2030 2013



129

温対計画における各個票の進捗状況全体
（ 2030 年度排出削減見込量と2018 年度進捗状況の評価）

Ṯ ṯ
A. 2030 2018 2030

B. 2030

C. 2030

D. 2030

E. ṕ Ṗ
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温対計画における各個票の進捗状況産業部門
（ 2030 年度排出削減見込量と2018 年度進捗状況の評価）

Ṯ ṯ
A. 2030 2018 2030

B. 2030

C. 2030

D. 2030

E. ṕ Ṗ
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温対計画における各個票の進捗状況業務その他部門
（ 2030 年度排出削減見込量と2018 年度進捗状況の評価）

Ṯ ṯ
A. 2030 2018 2030

B. 2030

C. 2030

D. 2030

E. ṕ Ṗ
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温対計画における各個票の進捗状況家庭部門
（ 2030 年度排出削減見込量と2018 年度進捗状況の評価）

Ṯ ṯ
A. 2030 2018 2030

B. 2030

C. 2030

D. 2030

E. ṕ Ṗ
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温対計画における各個票の進捗状況運輸部門
（ 2030 年度排出削減見込量と2018 年度進捗状況の評価）

Ṯ ṯ
A. 2030 2018 2030

B. 2030

C. 2030

D. 2030

E. ṕ Ṗ
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温対計画における各個票の進捗状況エネルギー転換部門
（ 2030 年度排出削減見込量と2018 年度進捗状況の評価）

Ṯ ṯ
A. 2030 2018 2030

B. 2030

C. 2030

D. 2030

E. ṕ Ṗ
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温対計画における各個票の進捗状況非エネルギー起源二酸化炭素・メタン・一酸化二窒素・代替フロ
ン等4ガス（2030 年度排出削減見込量と2018 年度進捗状況の評価）

Ṯ ṯ
A. 2030 2018 2030

B. 2030

C. 2030

D. 2030

E. ṕ Ṗ
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２．2018 年度の温室効果ガス排出量（確報値）及び2018
年度における地球温暖化対策計画の進捗状況について

2-3 世界のGHG, エネ起CO2の推移
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Ṯ ṯ Greenhouse Gas Inventory Data (UNFCCC) 

ẑEU
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消費ベース・生産ベースCO2排出量

A国・素材

B国・一次加工

C国・最終加工

D国・消費

CO2

CO2

1995 2011

【主要国における消費ベース・生産ベース排出量】
【消費・生産ベースCO2の考え方】

CO2

A国・素材

B国・一次加工

C国・最終加工

D国・消費

ṙ CO2Ṛ ṙ CO2Ṛ

ṕA B C D
Ṗ

ṕ ṖOECD Carbon Dioxide Emissions Embodied in International Trade ṕ Ṗ

【各国における一人あたり消費ベース・生産ベース排出量】

ṕ ṖOECDṕ2016 ṖEstimating 
CO2 Emissions Embodied in 
Final Demand and Trade 
Using the OECD ICIO 2015



146

３．新型コロナウイルスの影響と気候変動対策について
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新型コロナウイルス感染症による世界のエネルギー需要への影響

Â 2020 年第１四半期のエネルギー需要は3.8% 減（対2019 年第１四半期比）

Â 多くの国で、このままロックダウンが続き、景気回復が遅くなるようであれば、エネルギー需要は
年間では６％減となる。これは過去70年で例のない落ち込み。

ḲIEA òGlobal Energy Review 2020ò



148

新型コロナウイルス感染症によるCO2排出量への影響

Â 2020 年第１四半期のCO2排出量は５%以上減（対前年同期比）

Â 2020 年の世界のCO2排出量は、30.6 Gtとなり、前年比約８％減となる。

Â この削減量は、金融危機のため2009 年に記録した前年比削減量の6倍であり、第二次世
界大戦後の対前年比削減量の総計の2倍に当たる。

世界のエネルギー起源CO2排出量と前年度からの変化（1900-2020）

ḲIEA, Global Energy 

Review 2020
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発電技術への資本投資の100万ドル当たりの雇用創出と平均的なCO2削減コスト

①グリッドの拡大と近代化
ü

ü

②風力と太陽光の導入加速
ü CO2

ü

③原子力と水力の役割維持
ü 2

④ガス及び石炭火力発電の管理
ü

ü 2020 130GW 500GW

CO2

IEA, Sustainable Recovery に記載されている復興対策（電力）

Â 電力において重点的に取り組むべき事項は、①グリッドの拡大と近代化、②風力と太陽光の導入加速、
③原子力と水力の役割維持、④ガス及び石炭火力発電の管理の４点。

ḲIEA ,Sustainable Recovery
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IEA, Sustainable Recovery に記載されている復興対策（交通）

Â 交通において重点的に取り組むべき事項は、①より効率的な新車への買替促進、②高速鉄道網の拡
大、③都市インフラの改善の３点。

ḲIEA ,Sustainable Recovery

①より効率的な新車への買替促進
ü

ü

②高速鉄道網の拡大
ü 260 ỚẀỘ22

ü 800km 1 km 8%

③都市インフラの改善
ü

GHG

ü 30%

(Smart Growth America,2011)

交通部門への投資による雇用増加（乗数）について

充電ポイントや自転車インフラ整備は、雇用乗数が大きい。BEVの製造は、ICEに比べて

労働集約度が低いが、バッテリー生産がこの雇用減少を相殺する可能性がある。

注：ICE=内燃エンジンBEV=バッテリー電気自動車 緑線の範囲は、地域間の違いを示す。
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IEA, Sustainable Recovery に記載されている復興対策（建物）

Â コロナ禍により2020 年には建物部門全体で2500 万人以上の雇用が喪失、ないし喪失の危機にある。

Â 建物部門において重点的に取り組むべき事項は、①既存建物の改修とより効率的な新築、②より効率的なスマー
ト家電への買替、③クリーンエネルギーを使用した調理へのアクセスの3点。

ḲIEA ,Sustainable Recovery

投資による雇用、排出量、クリーンエネルギー調理へのアクセス世帯数への影響

①既存建物の改修とより効率的な新築
ü

ü ṕ

Ṗ
②より効率的なスマート家電への買替
ü

ü

ü

③クリーンエネルギーを使用した調理へのアクセス
ü100 5 Ṍ1

ü ṕLPGṖ CO2

GHG
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IEA, Sustainable Recovery に記載されている復興対策（産業）

ḲIEA ,Sustainable Recovery

産業部門における対策効果

Â 多くの企業でプロジェクトの停滞や設備の休止を余儀なくされている。再利用可能なプラスチックがウイルスを広め
るのではないかという懸念がある中で、使い捨てプラスチックの使用禁止の延期や撤回を引き起こし、リサイクル活
動が減速している。

Â 産業部門において重点的に取り組むべき事項は、①エネルギー効率の改善と電化、②廃棄物・マテリアルリサイク
ルの拡大の2点。

①エネルギー効率の改善と電化
ü

ü

ü ṕ
Ṗ

②廃棄物・マテリアルリサイクルの拡大
ü
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IEA, Sustainable Recovery に記載されている復興対策（燃料）

Â 2020 年の石油需要は約8.5% 減少し、石油・ガス部門への投資は1/3 まで減少（対2019 年比）。

Â 特にバイオ燃料は他の再生可能エネルギーより打撃が大きく、需要は約15% 減。

Â 燃料部門において重点的に取り組むべき事項は、①石油・ガス事業由来のメタンの削減、②化石燃料補助金の
改革、③バイオ燃料利用の支援と拡大の3点。

ḲIEA ,Sustainable Recovery

①石油・ガス事業由来のメタンの削減
ü 82Mt 3/4

üCO2 15

②化石燃料補助金の改革
ü

ü

③バイオ燃料利用の支援と拡大
ü

ü

雇用、削減コスト、化石燃料補助金に対する投資効果
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IEA, Sustainable Recovery に記載されている復興対策（技術イノベーション）

Â クリーンエネルギー技術の革新は長期的な持続可能開発目標を達成するための短期的な優先事項であり、政府は、民
間セクターにとってリスクが高い分野におけるイノベーションを支援する上で主要な役割を担う。

Â クリーンエネルギー技術の革新は、エネルギーの強靭性と供給の安全性の構築、将来の競争力の確保、排出削減に役
立つ。

Â 水素技術、バッテリー、小型モジュール型原子炉、CCUS（炭素の回収・利用・貯蔵）はエネルギー部門の排出が実
質ゼロに達するうえで重要な役割を果たし、また短期的な雇用創出をもたらす。

ḲIEA ,Sustainable Recovery

βIEA 2020 7

新興技術への設備投資額100万ドルあたりの世界平均雇用創出数

CCUS
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IEA, Sustainable Recovery の持続可能な復興計画

Â持続可能な復興計画は、エネルギーセクターにおける持続可能性とレジリエンスを高めつつ、雇用創出、経
済成長を統合的にもたらすものとして策定されている。

Â計画における対策は、この３つの目的達成に向け、即時性（すぐに実施できるか）、短期的な雇用効果、
失業者対策、長期的便益、排出削減の費用対効果といった観点を考慮している。

ḲIEA ,Sustainable Recovery

世界での平均雇用創出数と排出削減量におけるコストパフォーマンス

ü

ṕẑṖ

β ṕnegative abatement 
costsṖ

( ) 
CO 2

ü
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IEA, Sustainable Recovery の持続可能な復興計画のもたらすもの（経済、エネルギー）

＜雇用の創出＞

Â 900 ễ 2700
35Ṿ 25Ṿ 10Ṿ

Â ṕ700 /ễ Ṗ 60Ṿ 2021
20

Â (O&M) 50

＜経済成長＞

Â GDP 1.1Ṿ 2023 3.5Ṿ

Â 2023

経済

エネルギー

ḲIEA ,Sustainable Recovery

Â 2021 2023
130GW 320TWh 40%

Â 30GW

Â 350Mtoe

Â 900TWh 350

Â 200mb/d ṕ100Mtoe Ṗ EV 800
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IEA, Sustainable Recovery の持続可能な復興計画のもたらすもの（環境、レジリエンス）

Â 2025 3.5Gt CO2
2019

Â CO2 1/3

Â

ṕSOx PM2.5 NOxṖ

環境

ḲIEA ,Sustainable Recovery

復興計画により削減できる排出量

Â Ṅ

Â

レジリエンス

ü Ṅ

ü

2030 7

CO 2

ü 2023 2 7,000

4 2,000
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エネルギー転換部門におけるコロナ禍の影響

Â事業用発電電力量は、コロナ禍がなかった前年同月と比べ、2020 年3月は26 億kWh 減
（3.5% 減）、4月は24億kWh 減（3.6% 減）、5月は58億kWh 減（9.2% 減） 、6月は
68億kWh 減（2.2% 減）となった。
Â3月以降、前年同月との差異は拡大しており、コロナ禍による経済活動の停滞などの電力需要減
の影響が拡大していたが、6月は差異がやや減少している。

< > ṕ Ṗ ṕ Ṗ

β 4 6

Ẏ26 kWh

ṕẎ3.5ṾṖ
Ẏ24 kWh

ṕẎ3.6ṾṖ
Ẏ58 kWh

ṕẎ9.2ṾṖ
Ẏ15 kWh

ṕẎ2.2ṾṖ
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産業部門におけるコロナ禍の影響

Â鉱工業生産指数（製造業）は、コロナ禍がなかった前年同月と比べ、2020 年3月は7.1pt 減
（6.9% 減）、4月は16.4pt 減（16.0% 減） 、5月は25.5pt 減（24.5% 減）となった。
Âコロナ禍による経済活動の停滞などの内需の減退に加え、欧米を中心にロックダウン措置等により
経済活動が停滞したことを受け外需も急減したと見られる。

< > ṕ Ṗ

Ẏ7.1pt

ṕẎ6.9ṾṖ

Ẏ16.4pt

ṕẎ16.0ṾṖ
Ẏ25.5pt

ṕẎ24.5ṾṖ



160

103.3 103.8 103.5
97.3

89.8 87.9

0

20

40

60

80

100

120

3 4 5

IT
A

3

2015=100

2019 2020

業務部門におけるコロナ禍の影響

Â第３次産業活動指数（ITA ）は、コロナ禍がなかった前年同月と比べ、2020 年3月は6.0pt
減（5.8% 減）、4月は14.0pt 減（13.5% 減）、5月は25.5pt 減（24.5% 減）となった。
Âコロナ禍による経済活動の停滞などの内需の減退により、飲食業等の生活関連娯楽サービス、運
輸業・郵便業、小売業を中心に大きく減少が拡大している。

< > ễ ṕ Ṗ

Ẏ6.0pt

ṕẎ5.8ṾṖ
Ẏ14.0pt

ṕẎ13.5ṾṖ
Ẏ25.5pt

ṕẎ24.5ṾṖ
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家庭部門におけるコロナ禍の影響

Â世帯あたり電力消費量は、コロナ禍がなかった前年同月と比べ、2020 年3月は8kWh の増加
（1.7% 増）、4月は25kWh の増加（5.8% 増）、5月は14kWh の減少（3.5% 減）となった。
Â3月から4月にかけて、コロナ禍による在宅時間の増加により、暖房・給湯・照明などの使用量が増加
し、家庭での電力消費量が増加したとみられる。
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運輸部門におけるコロナ禍の影響①

Âガソリンの国内向販売量は、コロナ禍がなかった前年同月と比べ、2020 年3月は345 千kLの減
少（8.4% 減）、4月は928 千kLの減少（22.7% 減） 、5月は896 千kLの減少（22.4%
減）となった。
Âコロナ禍により、不要不急の外出自粛が広まった結果、乗用車での移動が抑制され、ガソリン需要
が減少したとみられる。

< > ṕ ( )Ṗṕ Ṗ

Ẏ345 kL

ṕẎ8.4ṾṖ Ẏ928 kL

ṕẎ22.7ṾṖ
Ẏ896 kL

ṕẎ22.4ṾṖ

β 2018 98%
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運輸部門におけるコロナ禍の影響②

Â軽油の国内向販売量は、コロナ禍がなかった前年同月と比べ、2020 年3月は111 千kLの減少
（3.7% 減）、4月は234 千kLの減少（8.4% 減） 、5月は286 千kLの減少（10.6% 減）と
なった。
Âコロナ禍による経済活動の停滞などにより、貨物自動車による輸送が抑制された結果、軽油需要が
減少したとみられる。
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（参考）テレワークのCO2排出量への影響

Â コロナ禍で急速に広まりつつあるテレワークは、人々の働き方やライフスタイルの変容を大きく促し、家庭・業務・運輸に
至る多部門のエネルギー消費・CO2排出量に大きな影響を及ぼしている。

Â 出勤・出張や外出の減少により、オフィスや運輸（人の移動）のエネルギー消費量は減少する見込み。
（ただし、運輸（人の移動）は、普段のオフィスまでの移動距離、その移動に用いる交通機関（公共交通機関、自
家用車等）によって、CO2排出量への影響は異なる。）

Â 一方、在宅時間の長時間化により、家庭でのエネルギー消費量が増加するほか、ネットショッピングや宅配サービスの
利用増加によって運輸（物流）のエネルギー消費量の増加が見込まれる。特に、情報通信トラフィックは急増してお
り、データセンターをはじめとする情報通信インフラにかかるエネルギー消費量の増加が見込まれる。

Â テレワークの進展によるエネルギー消費・CO2排出を抑制するため、住宅の断熱化、物流システムの脱炭素化、デー
タセンターをはじめとする情報通信インフラの脱炭素化等を総合的に推進する必要がある。

ʿNTT ЀЬвИϾ˔ЄдрOCNʺ ЕжТϰАϼˢ2020 5Ὦ8 ῝ᵫˣhttps://www.ntt.com/about -us/covid -19/traffic_archive.html#0508
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（参考）IEA による在宅勤務のエネルギー消費、CO2排出に関する影響分析

Â 通常、在宅勤務は自動車通勤世帯の正味エネルギー需要を減少させる（特に、自宅から職場までの距離
が6km を超える場合）。しかし、短距離の自動車通勤や公共交通機関を通勤に利用している場合、地域
差や季節差は大きいものの、家庭でのエネルギー消費量増加に伴い、正味エネルギー需要は増加する可能
性が高い。しかし、これらを考慮しても、平均年では、通勤時間が短くなった結果として節約されるエネルギー
量は、家庭でのエネルギー消費の増加量の約4倍。

Â 通勤者の傾向と労働市場のデータを分析した結果に基づき、世界全体の自宅で仕事可能な人が、週に1
日、自宅で仕事をした場合、約1190 万石油換算トン（世界の道路旅客輸送の年間石油消費量の約
1％）を節約できる。家庭でのCO2排出量増加を踏まえても、世界のCO2排出量は、全体で約2400 万
トン/ 年（ロンドンの年間CO2排出量と同等）の削減となる。

IEA, Working from home can save energy and reduce emissions. But how much? (2020.6.12Ṗ
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新型コロナウイルスの影響による経済社会の変化

¸ （短期的には）「新しい生活様式」を徹底し、新型コロナウイルスから命と健康を守る
こと。それと同時に、経済と雇用を回復すること。

¸ デジタル化／効率化（無駄の削減）

¸ 分散化／地産地消／自給自足

¸ 移動レス／テレワーク／遠隔サービス（行政、福祉、教育等）／働き方・暮らし方の
選択肢の多様化

¸ レジリエンス強化／二極対応化（平常時と非常時の円滑な入替）／ＢＣＰ対応

¸ 新たなビジネスモデルの模索（例えば観光、飲食等）／雇用の確保

¸ リスク管理の観点からの、（生産拠点の）国内回帰や分散化の動き
等々
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新型コロナウイルスの影響による変化と社会の脱炭素化

¸ 今後、社会的・経済的価値の高い「命を守る」分野への社会投資等が進む。

ẑԏ֪ӿԂԋ Ԅԓ֤( ) ֗֫ԂԋԄԂ֘֫ Ḳ Ԝ֪ԏ֪ԓ֥
ԋ֤ԃ֩ԇ֥֔Ԋ֪ԃ

¸ こうした分野自体の脱炭素化の実現（IT の脱炭素化、物流の脱炭素化など）

¸ こうした社会の変化を捉えた脱炭素化の加速化（デジタル化による効率化、分散エ
ネ、「気候変動×防災」、革新的環境イノベーション、ESG投資など）
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新型コロナウィルス感染症を踏まえた対応（緊急経済対策）

RE100 PPA 

〇新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽ感染症緊急経済対策～国民の命と生活を守り抜き、経済再生へ～(2020年4月20日閣議決定) 抜粋
мḰ
Å ṕ Ṗ ֒ԃԐ֪ Ԝ֦֨ԃԋ ֤֟ԃԝ

Ԝ֪ԏ֪ԓ֥ ԝ֣֩Ԑ֘Ӿԃ֞ԃԏԁ脱֩炭素社会への移行も推進する

〇令和２年度１次補正予算（環境省関係）

サプライチェーン改革・生産拠点の国内回帰も踏まえた
脱炭素社会への転換支援事業 【2020 年度補正予算 50億円】

ḱ ớớỌ

ḱ

ḱ

RE100 ṕ
Ṗ

ṕ Ṗ

CO2ẑPPA Ḳ צּ
ḱ ︡ ḭ

︣ לּ Ḯ
︡

קּ Ḯ

大規模感染リスクを低減するための高機能換気設備等の導入支
援事業 【2020 度補正予算 30億円】
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令和２年第６回経済財政諮問会議 資料４－１（抜粋）

Ẇ 2 Ỉ ỆṨểṕ Ṗ

ṕ ṖṌ Ṍ
2020 4 27

ṕ Ṗ我々が目指す社会は、少子高齢化、地域衰退、エネルギー・自然災害といった課題を社会刷新を通じて解決
し、より強靭で安心できる経済社会、持続可能な制度やシステム、イノベーションにあふれた活力、さらには豊かで質の
高い国民生活を実現することに他ならない ỌỔ
ỔỴở パンデミック後の新たなグローバル社会において
も、そうした社会課題を解決した企業、国々がグローバルに競争力を持つことは明らか

ểḰ
ỄṌễ

ệṌỈ
ṕểṌễ Ṗ

ṕệṌỈ Ṗ

ṕ Ṗ

グローバルサステナビリティに向けた技術開発の成果は、輸出等を通じて国際展開し、日本が率先して世界の気候変
動対策に貢献すべき。
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令和２年第６回経済財政諮問会議 資料４－１（抜粋）

ỄḰ Ṍ Ṍ
ṕ Ṗ

サステナブル投資はデジタル社会への投資であるとともに、世界
の投資資金の流れから日本が取り残されないための、また、世界の中での競争力を左右する投資であることを認識すべ
き

本年４月に始まった発送電の法的分離を梃子に、電力システム改革をスピードアップするとともに、再生可能エネルギー
のコスト低減に取り組むべき
・再生可能エネルギーの拡大にあたっては、系統接続の増強、調整電源や蓄電池への投資など既存の設備・システム
のアップグレードが必要 ỄỂễỂ

ễḰ
デジタル化やグリーン化といったサステナブル投資は、地域への投資促進にも貢献する
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